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要 旨 

 

 日本の国際収支統計によると、2014年の日本のアジア地域向け直接投資額は 3兆 6,801億円に上

り、うち非製造業は 1兆 9,998億円と過半を占めるようになった。特に最近は、卸・小売り、通信、

金融・保険といったサービス産業分野の進出が大勢を占めるようになっている。しかし、非製造業

分野では日本以外の外国企業による先行事例も多い。今回、アジアおよびオセアニア地域各国での

非日系企業によるサービス産業分野での取り組みについて報告する。 
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需要は旺盛も非日系企業を交え競争が激化（アジア、オセアニア） 

 

アジア大洋州課 水谷俊博 

 

 日本の国際収支統計によると、2014年の日本のアジア地域向け直接投資額は3兆6,801億円に上る。

うち非製造業は 1 兆 9,998 億円で、54.3％と過半を占めるようになった。これまで日本は、アジア地域を中

心に旺盛な製造業の直接投資を拡大させ、広範な生産ネットワークを築いてきた。しかし最近は、卸・小

売り、通信、金融・保険といったサービス産業分野の進出が大勢を占めるようになった。非製造業分野で

は、日本以外の外国企業による先行事例も多い。アジアおよびオセアニア地域各国の非日系企業によ

るサービス産業分野に注目し、その取り組みを 17 回にわたって報告する。 

 

■ 日本企業による進出はサービス産業分野が

中心 

 表が示すとおり、2014年の日本のアジア向け

直接投資額（フローベース）は 3兆 6,801億円

に上る。2014年から統計の取り方が変更された

ため直接の比較はできないが、この 10 年間で

日本のアジア向け投資は 2倍以上の規模に拡大

したことになる。2014年の同地域向け直接投資

額のうち、非製造業は 1兆 9,998億円と 54.3％

を占めているが、2005年は 5,810億円と全体の

32.3％だった。この 10 年の間に非製造業が占

める割合が 20 ポイント余り上昇したことにな

る。 

日本はアジア地域で広範かつ重層的な生産

ネットワークを築いてきており、これまでは製

造業投資が非製造業投資を上回ってきた。しか

し、近年は金融・保険、卸・小売り、通信、不

動産といったサービス産業分野において日本

の投資が拡大している。中でも B2Cモデルにつ

いては、日本ブランドの高品質なイメージや各

国の所得向上による市場拡大が続いており、日

本企業の進出にとって追い風になっている。 

■ 各国の外資の展開も活発化 

 このように、日本企業によるサービス産業分

野の投資が拡大しているが、非日系企業の進出

についても日本企業の進出より先行した事例

が多く、近年拡大傾向にある。今回、アジアお

よびオセアニア諸国・地域からの報告では、非

日系外資による小売り、飲食、ホテルなどの進

出事例が多かった。 

 小売りについては、一般的に資本金規制や外

資の参入規制などが厳しい分野だが、今回の報

表　2014年の対外直接投資（地域別・業種別） （単位：億円）

参照
ASEAN EU 東欧・ロシア等

製造業（計） 57,494 16,803 25,412 3,920 1,358 8,610 435 956 9,631 8,202 143
非製造業（計） 62,854 19,998 20,942 3,528 4,579 13,441 -214 580 11,856 12,549 210
農・林業 238 194 1 39 -1 x . . 194 1 2
漁・水産業 1,470 2 -14 x x x . x 3 1,459 .
鉱業 6,360 258 1,081 977 2,681 1,304 -90 x 246 1,138 6
建設業 424 338 -201 8 26 223 15 x 202 238 -1
運輸業 1,461 936 -139 286 -25 379 . -8 596 247 0
通信業 8,101 2,110 2,673 146 457 2,045 13 703 1,669 2,040 .
卸売・小売業 14,714 4,729 7,531 294 595 1,793 -268 37 1,730 1,652 100
金融・保険業 18,367 8,943 5,136 1,082 601 2,661 19 -184 6,048 2,426 49
不動産業 1,586 1,011 123 161 183 105 x x 402 100 3
サービス業 7,312 1,096 4,447 -94 29 1,729 -3 x 457 1,777 44
合計 120,348 36,801 46,354 7,449 5,937 22,051 221 1,535 21,487 20,750 353
（出所）日本銀行、国際収支統計を基にジェトロ作成
（注１）報告件数が3件に満たない項目は、個別データ保護の観点から「x」と表示。
（注２）該当データが存在しない項目は、ピリオド「．」と表示。

中東 アフリカ全世界 アジア 北米 中南米 大洋州 欧州
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告ではタイ、パキスタンの事例を紹介する。タ

イでは 1980年代に、東急百貨店（1983年）、イ

オンタイランド（1984 年）、UFM フジスーパー

（1985年）、伊勢丹（1989 年）など、日系の小

売りがいち早く進出した。欧州系は 1997 年の

通貨危機をきっかけに、ローカルの小売り大手

から事業譲渡を受けたテスコロータス（英国）、

ビッグ C（フランス）などが本格的な市場参入

を果たしている。パキスタンでは、フランスの

カルフールが「ハイパースター」という名称で

カラチとラホールの大型商業施設に店舗を構

えている。小売り分野は、人材の現地化を進め

ることが成功のカギを握ると考えられている。

タイのテスコロータスでは、マネジメント層の

ディレクターが 10 年前は 8 割が外国人だった

が、現在では 2割まで比率を下げており、経営

の多くの部分を現地法人に任せている。一方、

パキスタンのハイパースターは 2008 年の開店

以来、現在もノウハウ導入のため外国人を招い

ており、人件費負担が収益を圧迫しているとい

う。 

 飲食については、スリランカ、オーストラリ

ア、ベトナムから報告があった。スリランカで

は、シンガポール発のベーカリーショップが現

地企業とのフランチャイズ契約で進出し、数少

ない外資系飲食店として知名度を高めている。

オーストラリアでは、市場を寡占化するような

大手の外資レストランチェーンは多くなく、最

近の外資系レストランの進出はマレーシア料

理のチェーン店「パパリッチ」や台湾の小籠包

チェーン店「ディン・タイ・フォン」など、低

価格のダイニング市場に集中しているようだ。 

 マレーシアとインドからは、ホテル事業を報

告する。マレーシアは右肩上がりで外国人観光

客が増加しており、特に 2013 年以降、ホテル

の開業が相次いでいる。マレーシア政府が指定

する 12 の国家主要経済領域にも観光産業が含

まれており、優遇税制措置などの政府支援もあ

り、マレーシアのホテル産業の拡大が予想され

る。インドについては、外資系ブランドが中心

となり、ビジネス客をターゲットに低価格路線

の「バジェットホテル」の展開に本腰を入れ始

めている。ただし、外資系ホテルにとって、ブ

ランド維持のためには従業員教育が欠かせな

い点が課題となっている。 

 インドネシア、シンガポールからは、ITサー

ビス分野での外資系企業の取り組みを紹介す

る。インドネシアでは、インターネット利用率

が年々増加しており、2014 年時点で 34.9％に

達したといわれている。ソーシャルメディアを

用いた広告の企画・制作を手掛けるシンガポー

ル系企業や、オンラインでの注文・宅配サービ

スを受け付けるドイツ系企業がサービス展開

を進めている。また、シンガポールでは、電子

商取引市場（EC）の取り込みを狙って、欧米、

中国、韓国などの企業がネット通販への参入を

果たしている。 

 このように、アジアおよびオセアニア地域で

日本以外の外資系企業によるサービス産業分

野への進出が増加している。成長市場であるア

ジア地域では今後、ますます競争が激しくなる

だろう。非日系企業が直面する課題や取り組み

を紹介し、それを考察することで、今後の日本

企業の事業展開の参考にしてほしい。 
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後発の欧州系小売りチェーンが躍進（タイ） 

 

ジェトロ・バンコク 若松寛 

  

 タイでは、所得の向上により中間層が急速に増加し、小売市場が拡大している。小売店舗数の増加も著

しい。小売市場への外資系企業進出は、後発の欧州系小売りチェーンの躍進が目立っている。外資系企

業の進出には課題が多いが、成功事例からは、マーケティング手法の開発に象徴されるような本国で培わ

れた経営ノウハウと、意思決定の現地化をうまく組み合わせることが、成功する重要な要因であることが浮

かび上がる。 

■ 所得の上昇により急拡大する中間層 

 タイでは年々上昇する賃金に伴い所得が向上

し、可処分所得が生活必需品から自由裁量品に

移る目安といわれる年間世帯所得 5,000 ドル以

上の中間層が続々と誕生している。家計調査に

よると、2009年に1ヵ月の世帯所得が1万5,000

バーツ（約 5 万 1,000 円、1 バーツ＝約 3.4 円）

を超える中間層は全体の 42.5％だったが、2013

年には 53.3％と約 11 ポイント拡大している。ま

た上位中間層に区分される、1 ヵ月の世帯所得

が3万～10万バーツの世帯も同期間に16.0％か

ら 21.2％に拡大している（表 1 参照）。 

 

 

■ 中間層に牽引され拡大を続ける小売市場 

 このような中間層の増加に応えるかたちで、

小売市場も拡大を続けている。統計局の四半期

別小売統計によると、小売業の売上高は 2012

年の 2 兆 5,899 億バーツから 2014 年は 2 兆

9,033 億バーツと 2 年間で 12.1％増加している

（図参照）。

 

また、家電などの普及率も急速に伸びている。

近年ではパソコン、スマートフォン、洗濯機な

どの普及率の上昇が目立つとともに、既に普及

率 100％に近いカラーテレビや洗濯機はより高

品質で大型のものやマルチドアなどの高機能品

が売れている。日常品についても、やや割高な

ペットボトル飲料や高機能なシャンプーなどの

需要が増加している。また食品や服飾などでも、

消費者の嗜好（しこう）の多様化に応えるよう

に、企業がさまざまなバリエーション（味、デ

ザイン、カラーなど）の商品を提供するように
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なっている。 

 表 2 は業態別の小売店舗数の推移で、ほぼ全

ての業態で増加していることが分かる。伝統的

な市場などに比べ、これらの近代的な市場に該

当する業態は商品価格帯が高めだった。しかし

所得の増加により、多くの消費者の手が届くよ

うになり、店舗数が拡大している。また、既に 1

万店舗を超えているコンビニエンスストアもさ

らに増加を続けている。ホームセンター・DIY

ショップなどのカテゴリーキラーと呼ばれる専

門店も、同様に増加傾向となっている。 

 

■ ローカルと欧州系が高い存在感 

外資系小売業の進出は日系が古く、現在では

撤退したが大丸が 1964 年にバンコクで開業し

た。外資系企業が多く進出した 1980 年代からは、

東急百貨店（1983 年）、イオンタイランド（1984

年）、UFMフジスーパー（1985年）、伊勢丹（1989

年）、紀伊国屋書店（1991 年）、セントラルファ

ミリーマート（1992 年）などが進出している（か

っこ内は現地法人の設立年、出所はバンコク日

本人商工会議所名簿）。 

欧州系は 1997 年の通貨危機をきっかけに、ロ

ーカルの小売り大手から事業譲渡を受けたテス

コロータス（英国）、ビッグ C（フランス）など

が本格的な市場参入を果たした。両社はその後

も拡大を続け、現在も大きなシェアを獲得して

いる。またその後、セントラルデパートなどを

運営するセントラルグループや、ザ・モール百

貨店、サイアムパラゴンなどを運営するザ・モ

ール・グループ、セブン－イレブンを運営する

CP グループなどのローカル資本も復活してお

り、現在では外資系企業とともに市場で主要な

地位を占めている〔ジェトロ「タイにおけるサ

ービス産業基礎調査（2011 年 3 月）」〕。 

 

■ テスコロータスはさまざまな業態で事業を

拡大 

以下は、テスコロータスへのインタビュー（8月 18

日）を基に報告する。テスコロータスは英国の小売り

大手テスコグループが、1998年

に地元資本の CPグループが経

営するロータス・スーパーセンタ

ーに資本参加した小売りチェー

ンだ（その後、2003年にCPグル

ープはほとんどの株式を手放し

たとみられる）。 

 

 テスコロータスはさまざまな業

態に展開することで事業の拡大を続け、現在では

店舗総数1,700店余り、総売上高は2,042億バーツ

（2014年）、従業員数は正社員6万人に達する巨大

小売りチェーンとなっている。特にスーパーマーケ

ットの店舗数では 1位（テスコタラッド）、スーパーセ

ンター・ハイパーマーケットでもフランス資本のビッ

グ C と首位を争っている（テスコハイパー、テスコバ

リュー、テスコエクストラの合計）。また、テスコエキス

プレスブランドでコンビニエンス業態にも力を入れ、

セブン－イレブンに次ぐ 2位の店舗数を誇ってい

る。 

 

■ 本国で培ったマーケティングノウハウを応

用 

同社の強みは、大量に商品を仕入れ大量に販

売する「常に安いディスカウントストア」とい

うだけでなく、衣食住全てがそろうハイパーマ
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ーケットと呼ばれる巨大店舗の形態からコンビ

ニエンスストアまで、複数の販売チャンネルを

確保していることにある。チャンネルを増やす

ことで、いろいろな層の顧客と接点を持つとと

もに、大型の物流センターを有して、効率的な

輸配送システムを構築することが可能になって

いる。 

 また、徹底的なマーケティングも同社の特徴

の 1つだ。同社は顧客に「クラブカード」を発

行することにより、購入履歴を集め、リサーチ

を行っており、プロモーション活動などに活用

している。個々の顧客がどんな商品を購入して

いるか把握することができるため、カスタマイ

ズされた手厚いプロモーションが可能だという。

例えば、赤ちゃん用ミルクを購入した人に、ミ

ルクのディスカウントクーポンを送るだけでな

く、2年後には子供用品のディスカウントクーポ

ンを送るなどのプロモーションが可能になる。

同業他社との競争が激しくなっている小売業界

では、価格や品ぞろえで差をつけることが難し

くなっている。このような状況の中で、特に顧

客を引き付けるためのプロモーションは極めて

重要だ。このカードの発行枚数は、現在では

1,000万枚に達するという。 

 

■ 経営の現地化で課題を克服 

現地化が大きく進んでいることも、成功の秘

訣（ひけつ）とみられる。例えば同社の管理職

のディレクターは、10年前は外国人が 8割だっ

たのが、現在では 2割にとどまっており、経営

の多くの部分は現地法人に任されている。例え

ば「クラブカード」を使用したマーケティング

システム自体は英国本社から持ち込んだものだ

が、カードのデザインだけでなく、普及のため

の仕組みや、カードの使い方、プロモーション

への活用の仕方などは全てタイ人のアイデアを

採用しており、普及に大きく貢献しているとい

う。他の例では、グローバルな方針として、健

康関連商品に力を入れているが、どのような健

康関連商品がタイでは受け入れられるか、消費

者ニーズを捉えて、品ぞろえやキャンペーン、

イベントなどについてはあくまで現地法人が判

断するため、タイ人が大きな役割を担っている。 

 一般に小売業での進出は、品ぞろえなどの消

費者ニーズの把握や、価格決定やプロモーショ

ンなどにおける自由度のなさ、店舗立地や人材

確保などの困難さから、進出が難しい分野とみ

られている。しかし、上記事例からは、グロー

バル企業の調達力や本国の最先端のマーケティ

ングノウハウなどの利点を活用しつつ、その運

営は現地人材に大胆に任せるなどの「現地化」

を行うことで、外資系の課題を克服するだけで

なく、相乗効果を生むことも可能なことが示さ

れている。 
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規制緩和を追い風に拡大見込まれる外食産業（ベトナム） 
 

ジェトロ・ハノイ 金子信太郎 

 

 日系の大手外食産業は 2010 年代になってベトナム市場に参入しているが、多店舗展開している企業

は限定的だ。ベトナムは経済成長を持続させており、現在、外食企業は外資 100％出資での進出も可能

となっていることから、外食産業の進出の増加が見込まれる。ベトナムにおける外資系企業のサービス

産業への進出状況を 2 回に分けて報告する。前編は、既に当地で多店舗展開している非日系外資によ

る外食企業の取り組みについて。 

■ 中国に次ぐ 1人当たり GDP増加率の高さ 

 中国と ASEAN 主要国の 1 人当たり GDP を比較

すると、ベトナムは最も低いが、2014年の増加

率は 2010年比で 58.2％増となり、中国（71.0％

増）に次いで高い（表参照）。ハノイは 3,348ド

ル（68.0％増）、ホーチミンは 4,986ドル（62.6％

増）と、主要都市の増加率が大きい。特にホー

チミンの 1 人当たり GDP はタイに迫る勢いで、

ベトナムの中で最も有望な市場といえよう。 

 

 

ジェトロ・ハノイ事務所の調査によると、飲

食店を展開する主要外資企業は添付資料のとお

り。早い企業は 1990 年代後半に進出しており、

2010 年以降、さらに進出が目立つようになって

きた。日系企業も 2010年代に入り、大手外食企

業による進出が増加し、ハノイよりホーチミン

に進出する傾向にある。日系・非日系を含め単

独資本 100％で展開している企業は少なく、多く

が地場企業との合弁やフランチャイズによる進

出形態を取っている。当地で既に複数店舗を展

開している米国のファストフード店「z ピザ

（zpizza）」と、ラオスのカフェ「JOMAベーカリ

ーカフェ（JOMA Bakery Cafe）」に対するヒアリ

ング結果を踏まえて、各社の取り組み事例を紹

介する。 

 

■ 曜日で変える販促キャンペ

ーンも 

 世界各国で 500 店舗以上を

展開している米国の z ピザは、

2010年にベトナムに進出した。

当地で食品、不動産、各種サー

ビス事業などを行う BIM グル

ープの子会社ニュー・ライフ

（New Life）とフランチャイズ

契約を締結しており、現在、ハノイ市内に 3 店

舗を展開している。 

 フランチャイズ店の経営に関しては、進出当

初は米国本社から派遣された社員による指導が

あったが、現在ではニュー・ライフに任せられ

ている。人材研修については、ベトナム人の従

業員数人が時折、米国本社で研修を受ける程度

https://www.zpizza.com/
https://www.zpizza.com/
http://www.joma.biz/
http://www.joma.biz/
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で、基本的にはニュー・ライフ主導で実施され

ている。 

 広告宣伝については、コストが高いテレビ CM

ではなく、同社の主要顧客である若者に人気の

高いウェブサイト向けのインターネット広告が

メーンだ。また、店舗の半径 1.5 キロ以内に居

住している住民にチラシを配り、店舗ブランド

の周知を図っている。販促キャンペーンは曜日

によって変えており、例えば水曜日は学生割引、

木曜日は 2 個目のピザを割り引くといった具合

だ。また当地の大手映画配給会社と提携し、同

社が運営する映画館のチケットを持参した客に

は割引サービスを提供している。さらに、BIM

グループが経営しているフィットネスクラブの

会員に対する割引サービスも実施している。 

 商品も、現地ニーズに合わせ、工夫している。

ベトナム人は、一般的に米国人に比べ食べる量

が少ないため、米国にはない 7 インチと小さめ

のサイズのピザをメニューに加えた。また味に

ついては、米国ではクラシックピザやチーズピ

ザが人気だが、ベトナムではシーフードピザの

種類を増やした。トマトソースは濃い味の方が

受け入れられるため、工夫している。同社は今

後、ハノイ市内の店舗の拡大に加えて、ハイフ

ォン、ダナン、ホーチミンなどの大都市にも進

出する意向だ。 

 

■ 欧米人客をターゲット展開 

JOMA ベーカリーカフェは、ラオスの首都ビエン

チャンで 1996 年に創業した。カナダ人夫妻と、

カナダ人とタイ人の夫妻がオーナーで、店舗名

はこの4人の名前の頭文字から取っている。2009

年にハノイに進出し、現在、市内に 3 店舗を有

している。2014 年には、カンボジアにも進出し

ている。シンガポールの統括会社が各国の現地

法人を管理しており、ベトナム法人はシンガポ

ール法人からの 100％出資となっている。 

 ターゲットは欧米人で、店舗の内装も欧米風

にデザインしている。さらにメニューも、北米

のスタイルを中心としている。その結果、来店

客の 70％を欧米人が占めている。特にハノイ市

内の外国人居住地区の店舗は、来店する 9 割が

欧米人だ。同社は基本的に、国ごとにメニュー

やサービスを変えることはない。ただ当地にお

いては今後、ベトナム人向けのメニューを拡充

し、顧客層の拡大を図っていくとのことだ。 

 従業員の研修は 2 ヵ月をかけ、ハノイ市内の

工場業務・調理・接客など、商品の製造から販

売までを一貫して学ぶ。2ヵ月経過後にスキルが

基準に達しない場合には、研修期間を延長する

場合もある。 

 同社は既に、ホーチミンの市場調査を実施し、

同市への出店を計画中だ。また、東南アジア各

国への出店も目標としており、中でもタイ（バ

ンコク）を優先市場と考えている。将来的には、

日本への出店も検討しているという。 

 

■ 多くの日系企業が内需の拡大に期待 

ジェトロの「在アジア・オセアニア日系企業

実態調査（2014年度調査）」によると、ベトナム

に進出している日系企業の 66.1％が今後も事業

を拡大する方針だ。その理由として、非製造業

の 67.5％が「ベトナムの成長性、潜在力の高さ」

を挙げている（2015年 4月 13日記事参照）。製

造業の 29.7％と比べると際立って高い数字とな

っており、消費市場としてのベトナムの今後の

成長を期待する声が大きいといえる。また、ベ

トナムのホテル・外食売上高は一時期より増加

率が落ちたものの、直近 2年間も 6％以上を維持

しており、堅調に推移している（図参照）。2015

年に入って 7 ヵ月間の同売上高は、前年同期比

7.2％増と好調だ。 

https://www.jetro.go.jp/world/reports/2014/07001901.html
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2014/07001901.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/04/552739d528c58.html
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ベトナムでは、WTO加盟時のサービス分野公約

により、外食産業は 2015年 1 月から外資 100％

で進出可能となった。従来は合弁・フランチャ

イズでの店舗展開に限られていたが、今後は進

出形態の選択肢が広がることになる。各進出形

態のメリットとデメリットを把握して、自社に

適した形態を見極めることが肝要だ。 
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＜資料＞主要外資外食企業  

ハノイ ホーチミン
1 Angel-in-us Coffee 韓国 ○ ○ カフェ 2008年
2 ロッテリア 韓国 ○ ○ ファストフード 1998年
3 Paris Baguette 韓国 ○ ○ カフェ 2011年
4 SCHOOL FOOD 韓国 ○ 韓国料理 2014年
5 Tours les JOURS 韓国 ○ ○ カフェ 2007年
6 Bread Talk シンガポール ○ カフェ 2009年
7 Crystal Jade シンガポール ○ 中華料理 2015年
8 Thai Express シンガポール ○ ○ タイ料理 2007年
9 MK Restaurant タイ ○ タイスキ 2010年
10 ビアードパパ 日本 ○ ○ シュークリーム 2010年
11 にじゅうまる 日本 ○ ○ 居酒屋 2012年
12 大戸屋 日本 ○ 日本食 2015年
13 カプリチョーザ 日本 ○ イタリアン 2011年
14 牛角 日本 ○ ○ 焼肉 2014年
15 ペッパーランチ 日本 ○ ステーキ 2012年
16 丸亀製麺 日本 ○ うどん 2014年
17 吉野家 日本 ○ 牛丼 2015年
18 Jolllibee フィリピン ○ ○ ファストフード 1996年
19 バスキン・ロビンス 米国 ○ ○ アイスクリーム 2011年
20 Coffee Bean & Tea Leaf 米国 ○ ○ カフェ 2008年
21 ドミノ・ピザ 米国 ○ ○ ピザ 2010年
22 ダンキンドーナツ 米国 ○ ○ カフェ 2013年
23 ハーゲンダッツ 米国 ○ アイスクリーム 2011年
24 ケンタッキーフライドチキン 米国 ○ ○ ファストフード 1997年
25 マクドナルド 米国 ○ ファストフード 2014年
26 ピザハット 米国 ○ ○ ファストフード 2005年
27 スターバックス 米国 ○ ○ カフェ 2013年
28 サブウェイ 米国 ○ ファストフード 2011年
29 zビザ 米国 ○ ファストフード 2010年
30 JOMAベーカリーカフェ ラオス ○ カフェ 2009年

（注）発祥地別に、ブランド名を掲載

（出所）各社ウェブサイトなどを元に作成

番号 ブランド名 本社
進出都市

提供サービス 進出年
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中長期のビジネスプランが必要なアパレル市場（ベトナム） 

 

ジェトロ・ホーチミン 飯塚元人 

 

 ベトナム経済は年率 6％前後で成長を続けているが、アパレル小売市場は黎明（れいめい）期にある。国

外ブランドが将来の成長をにらみ相次いで進出しているが、日系企業のアパレル小売り分野への進出は

いまだ限られている。進出にはさまざまな課題があるが、カギを握るのは大手ディストリビューターとの提

携だ。ベトナムの後編。 

■ 低い日本ブランドの認知度 

日系企業のアパレル担当者や地場のディス

トリビューターによると、ベトナムのアパレル

小売市場は約 30億ドルといわれており、国民 1

人当たりの年間消費額も 30 ドル程度とまだま

だ低い。一方、2005年ごろから都市部のベトナ

ム人を対象に国外ブランドの進出が進み、大小

を含め約 200のブランドがベトナムで販売され

ており、約 6割のシェアを占めている（資料参

照）。 

 ベトナム人女性は、かわいらしさよりも、

セクシーさを好む傾向があり、スリムでタイト

な服を選ぶ。韓国や欧米系が得意とする分野で、

中でも韓国は韓流ドラマなどを通じてベトナ

ム社会に「韓流スタイル」を浸透させることに

成功している。一方、日本のブランドはテレビ

やインターネットなどのメディアへの露出が

少なく、一般のベトナム人の認知度は低い。 

 

■ 進出には地場ディストリビューターを活用 

ベトナムでは国内産業保護のため、国外から

既製服を輸入する場合、5～20％の関税がかか

る。また、外資系小売流通業の 2店舗目以降に

ついては、エコノミックニーズテスト（ENT）1が

課せられ、多店舗展開の足かせとなっている。

                                                   
1 2店舗目の出店に際し、地域における小売業者数、人口密度、

都市計画との整合性の基準をもとに、ケースバイケースで認

可。500平方メートル以下は不要。 

そのため、多くの国外ブランドはディストリビ

ューターとフランチャイズ契約を交わして、ベ

トナム進出を果たしている。進出のカギを握る

当地の有力ディストリビューターの取り組み

を紹介する。 

 アイメックス・パンパシフィック（Imex Pan 

Pacific：IPP）グループの子会社である Duy Anh 

Fashion Cosmetics（DAFC）は 2005年に創業し

た。主にバーバリーやフェラガモなど、ラグジ

ュアリーブランドとフランチャイズ契約を結

び、ハノイ市やホーチミン市を中心に 11ブラ

ンド 25店舗を展開している。 

 ブランド供給先からは製品の提供と、年に数

回の教育スタッフ派遣を受けるのみで、輸入手

続きからベトナム国内でのマーケティング、販

売に至るまで、同社が行っている。これまでの

経験に基づいたノウハウや顧客の声、各種デー

タの蓄積が強みだという。 

 

■ 日本ブランドの取り扱いも検討中 

 ベトナムでは一般的に、販売スタッフの仕事

は社会的地位が低いと考えられており、スタッ

フの定着は難しいといわれるが、DAFC では他

社による引き抜き以外で辞めるスタッフは非

常に少ない。最大の理由は、ラグジュアリーブ

ランドを取り扱うという職務から得られる満

足感にある。人材研修の充実によるスタッフの



 
 

ジェトロ 2016 年 1 月「外資系企業のサービス産業への進出状況」  11 
Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved 

満足度の高さも、理由に挙げられる。入社後 2

ヵ月間は試用期間として店舗でのオン・ザ・ジ

ョブ・トレーニング（OJT）と本部での業務を

離れた教育訓練により、販売スキルやブランド

の歴史、製品知識を学ぶ。その後も専門の研修

機関から講師を招き、継続的に研修を行ってい

る。スタッフが定着することで、製品に精通し

た人材の確保が可能となり、結果として売り上

げも伸びるとのことだ。 

 今後は、日本、韓国、ヨーロッパのブランド

を中心に取り扱いを増やすことを検討してい

る。同社はラグジュアリーブランドの取り扱い

をメーンにしているが、IPP グループ内には

「Au Chau Fashion and Cosmetics（ACFC）」

という中間層をターゲットとしたディストリ

ビューターもいるため、幅広くパートナーを探

しているという。 

 

■ 流行に敏感な若者の取り込みがポイント 

 CTグループの子会社である CTリテール（CT 

Retail）は 1992年に創業した。スプリングフ

ィールド、ロリータレンピカ、OPIの 3ブラン

ドを 16店舗展開している。CTグループは小売

りに加え、金融、不動産、建設など幅

広い分野で事業を行っており、売り場

の確保や金融面での支援も可能だ。 

 CTリテールは、フェイスブック、

ツイッター、ユーチューブを中心にし

つつ、ファッション関連サイトの 2 

Sao、ホットディール（Hot Deal）な

どを利用し広告を行っている。また、

ファッションショーなどのイベント

にも積極的に参加し、ブランドイメー

ジの向上を図っている。今後は取り扱

っている 3ブランドをハイフォン、ダ

ナン、メコンデルタ周辺地域市場にも広げ、将

来的には日本、韓国などの外国ブランドを取り

扱うことも検討している。同社の担当者による

と、30代以上のベトナム人はファッションに関

し保守的な面があるが、10～20代の若者はイン

ターネットから流行を敏感に取り入れる傾向

がある、という。 

 

■ 拡大する eコマース市場に成長性 

ベトナム商工省の「eコマース・レポート」

によると、2014年のベトナムの eコマース市場

（BtoC、アパレルに限らず）は 29億ドルだ（図

参照）。日本の市場規模 1,200億ドル2と比べる

と 2.4％とまだ小規模ではあるが、2012年から

2014年にかけて同市場は 4.2 倍に拡大、今後も

大きな成長が見込まれる。カテゴリー別では、

衣服・靴・化粧品分野がコンピュータ分野と並

んで頻繁に購入される商品として高い割合

（60％、複数回答）を占めている。東南アジア

や香港でファッション通販サイトを展開する

シンガポールの「ザローラ」傘下のザローラ・

ベトナムは、2015年上半期の売上高が前年同期

から 2倍に増加したと発表（現地報道）してお

り、eコマース市場は魅力的な市場となりつつ

ある。 

                                                   
2 経済産業省「平成 26年度我が国経済社会の情報化・サービ

ス化に係る基盤整備」（電子商取引に関する市場調査）報告書 

平成 27年 5月」を基に 1ドル＝105.94円（世界銀行の公式レ

ート）で換算。 

http://www.meti.go.jp/english/press/2015/pdf/0529_02a.pdf
http://www.meti.go.jp/english/press/2015/pdf/0529_02a.pdf
http://www.meti.go.jp/english/press/2015/pdf/0529_02a.pdf
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ベトナムの 1人当たりのアパレル消費額はま

だ小さいが、都市部を中心に中間層や富裕層の

購買力が上がっており、同国のアパレル市場は

大きな潜在性を秘めている。日系企業には、ブ

ランドイメージの定着や ENTの問題など障壁が

あるが、中長期のビジネスプランを描きながら

ビジネスチャンスをつかんでいくことが重要

だ。 

 

＜資料＞主な企業・ブランド名 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号 企業・ブランド名 本社 価格帯
1 ドルチェ＆ガッバーナ イタリア 高
2 ディーゼル イタリア 中
3 グッチ イタリア 高
4 カッパー イタリア 低
5 ベルサーチ イタリア 高
6 バーバリー 英国 高
7 ジミー・チュウ 英国 高
8 トミー・ヒルフィガー カナダ 中
9 Roem 韓国 低
10 ザラ スペイン 低
11 マンゴ スペイン 低
12 アディダス ドイツ 低
13 オンワード樫山 日本 中
14 クロエ フランス 高
15 ラコステ フランス 低
16 ルイ・ヴィトン フランス 高
17 ナフナフ フランス 低
18 ピエール・カルダン フランス 低
19 コンバース 米国 低
20 ギャップ 米国 低
21 リーバイス 米国 低
22 ナイキ 米国 低
23 ナインウエスト 米国 低
24 An Phuoc ベトナム 低
25 ブルーエキスチェンジ（Blue Exchange） ベトナム 低
26 N&M ベトナム 低
27 Ninomax ベトナム 低
28 Viet Tien ベトナム 低
29 ジョルダーノ 香港 低
30 ボッシーニ 香港 低

（注）価格帯は、高：600万ベトナム・ドン（VND）以上、中：200万～600
万VND、低：200万VND未満とした。
（出所）各社ウェブサイトなどを基に作成



 
 

ジェトロ 2016 年 1 月「外資系企業のサービス産業への進出状況」  13 
Copyright (C) 2016 JETRO. All rights reserved 

  

成長見込めるホテル業界は人材育成がカギ（マレーシア） 
 

ジェトロ・クアラルンプール 新田浩之 

 

 マレーシアへの外国人訪問者が着実に増加し、政府も観光業を重点産業に位置付ける中、マレーシアの

ホテル業界は今後も成長が期待できる。既に進出している外資系ホテルへのヒアリングを通じて、ホテル

業界の課題・戦略を探ったところ、労務面の課題を抱えつつも、ネームバリューだけに頼らず、人材の採

用・育成やマレーシアに配慮した独自のビジネスモデルを築く取り組みがあった。 

■ 外国人訪問者数は世界で 11位 

 マレーシアへの外国人訪問者数はここ数年、

右肩上がりで増加を続けている（図参照）。2014

年は前年比 6.7％増の 2,744 万人の外国人がマ

レーシアを訪れた。その内訳をみると、シンガ

ポール（1,393万人）、インドネシア（283万人）、

中国（161万人）が多く、ASEANを中心とする近

隣国が上位を占める。なお、日本からは 9番目

に多い 55万人が訪問した。外国人訪問者の増加

に合わせ、ホテルの数も増加を続けている。特

に 2014年は、前年比 31.6％増の 4,072軒と大き

く増加した。2013年以降、ホテルの開業が急増

している。 

 

訪問者はマレーシア国内でモノやサービスを

消費することによって、マレーシアの経済成長

を下支えする。2014年の国際収支統計のサービ

ス収支における旅行収入は 2010年比で 26.7％

増の 740億リンギ（約 2兆 1,460億円、1リンギ

＝約 29円）、同期間の旅行収支の黒字も 5.9％増

の 335億リンギに拡大した。2014年のマレーシ

アの人口は 3,026万人と日本の 2割強で、ASEAN

の中でも 6番目にとどまる。しかし、世界銀行

によると、2013年時点で誘客者数は世界 11番目

で、国内人口と合算すると、マレーシアは約

5,500万人の市場を有する観光大国といえる。 

 2010年 9月に発表した経済変革プログラム

（ETP）の中で、マレーシアが力を入れる 12の

国家主要経済領域（NKEA）が認定された。観光

産業はそのうちの 1分野であることから、2020

年まで政府の支援も見込める。それだけに、観

光産業の商機は大きい。例えば、4つ星・5つ星

ホテルがマレーシア投資開発庁（MIDA）からパ

イオニア・ステータスを認められれば、マレー

半島における新規投資に対し、5年間にわたり賦

課年度における法定所得の 70％が免税となる税

制上の恩典がある。こうした政府の支援や外国

からの訪問者の増加を見越し、一部の日本のホ

テル業界もマレーシアへの進出に関心を示して

いる。 

 

■ 外資系も労務問題が経営上の課題 

 マレーシアで知名度が高いホテルは、欧米を

中心とする外資系ホテルだ。日本勢では、クア

ラルンプール中心に位置する「ル・メリディア

ン・クアラルンプール」、セランゴール州シャー

ラムの「グランド ブルーウェイブ ホテル」を
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それぞれ大東建託、オリックスが所有する例が

あるが、極めて少ない。逆に日本を除く外資系

では、数多くの有名高級ホテルがマレーシアに

既に進出している。例えば、米系のリッツ・カ

ールトンは 1997年、香港系のマンダリン・オリ

エンタルホテルは 1998年と、両ホテルともに既

に 20年近くの歴史を有しており、マレーシアで

の認知度も高い。 

 ホテルの場合、サービスの質は従業員の顧客

への対応で決まるといわれる。それだけに、外

資系ホテルは人材育成に力点を置く。クアラル

ンプール市内に立地するある外資系ホテルは、

人材採用時にインターンシップや実地研修制度

などホテル従業員としての資質を事前に見極め

ることが可能な採用システムの導入を通じ、自

らのホテルに見合ったサービスを提供できると

見込まれる人材を採用する。ホテル業はホスピ

タリティーを基本とする産業ゆえに、採用の選

考は厳格さを極める。 

 しかし、費用や時間を費やし育成した人材で

も、去っていくケースは多く、他の業種同様に

マレーシアでは人材の定着率の低さに頭を悩ま

す。ホテルの場合、スタッフと顧客の個人的な

つながりは大きい。離職率が高いと、ホテルは

顧客との信頼関係を十分に築けなくなる。離職

の原因は金銭面に起因することが多く、企業は

人材のつなぎ止めを重視すれば、人件費がかさ

むリスクに直面する。料理人や、ホテル内の技

術部門を担当するエンジニアリングといった熟

練労働者の確保に課題がある、とコメントする

ホテルもある。ジェトロの「在アジア・オセア

ニア日系企業実態調査（2014 年度）」において、

マレーシアの日系企業の抱える経営上の課題の

上位に労務問題が位置付けられているが、外資

系も同様の問題を抱えているようだ。 

 

 

■ ネームバリュー以外で勝負も 

 人材に加えて、成功を左右する要素の 1つに

広告宣伝がある。多くのホテルは、インターネ

ットを通じた客室販売を行う。そこでは、利用

者がホテルを評価できるシステムになっている

ことが一般的だ。満足のいくサービスを受けた

利用者は、当該サイトに高い評価を書き込む。

それが、新規の利用者を引きつける好循環を生

む。利用者が評価するホテルの売りについて、

ある外資系ホテルは顧客に親身に接するサービ

スの質、レストランの数、立地場所、ブランド

力を挙げる。国際会議場の誘致に実績を持つ、

あるホテルは、充実した会議室や宴会場を強み

に挙げた。 

 歴史ある外資系ホテルは有名ブランドが多い

が、ブランド名にあぐらをかいていては、顧客

からの持続的な評価は勝ち取れない。常にマー

ケットで勝ち抜くためには、客室やスパといっ

た施設の充実に加え、やはり人材がカギになる。

ある外資系ホテルは、ブランドイメージ定着の

ために、ブランドに沿ったサービス提供を可能

とする従業員教育や顧客満足度向上のための社

内プログラムを構築している。サービスのガイ

ドラインや企業の社会的責任（CSR）の順守を徹

底し、常に高いサービス精神を意識付けるよう

努力しているホテルもみられる。 

 人材育成以外にも、ブランドイメージを高め

る手段はある。外資系のあるホテルは、自国の

やり方をマレーシアに導入するのではなく、マ

レーシアに配慮した取り組みでブランドイメー

ジを高めている。例えば、ロビーにマレーシア

の特産品を設置し、スタッフはマレーシアの民

族衣装を着用して接客する、などだ。マレーシ

アで存在感のある外資系ホテルのネームバリュ

ーは高いが、人材面や文化に配慮したビジネス

モデルの構築など、今後日系ホテルがマレーシ

アに参入する上で、参考になる手法も多そうだ。
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ソーシャル・メディアを使った広告サービス専門会社が進出 

                     （インドネシア） 
 

ジェトロ・ジャカルタ 山城武伸 

 

 インドネシアでは、インターネットユーザーの増加に伴って、インターネットを使ったサービスが多様化し

ている。特に第三国で培った経験を横展開するかたちで、サービスを開始する外資系企業が出てきてい

るのが特徴だ。先行してインドネシア市場に参入した非日系の外資系企業の動向とその強みや課題に

ついて、2 回に分けて報告する。前編は、ソーシャル・メディアを用いた広告の企画・製作を手掛け先行す

るシンガポール系企業ガッシュクラウド（Gushcloud）のサービス内容について。 

 

■ ソーシャル・メディアは有力な発信ツール 

 インドネシア・インターネットサービスプロ

バイダー協会（APJII）によると、インターネッ

ト利用率は年々上昇し、2014 年時点で 34.9％に

達した。利用者数は 2013年より 1,690万人増加

し、8,810万人と推計されている。これら利用者

の約半数（49％）は、18～25歳の若年層だ。ま

た利用者のうち、85％が携帯電話からアクセス

しており、ノートパソコンからのアクセス（32％）

に比べて圧倒的に多い。利用の目的は、コミュ

ニケーションが 71.7％で、情報検索（65.3％）

を上回っていることが大きな特徴だ。 

 インターネット利用者の増加に伴い、ソーシ

ャル・メディアはますます有力な情報発信ツー

ルになっている。APJIIの調査では、インターネ

ットを利用する際、87.4％のユーザーがソーシ

ャル・メディアにアクセスするという。ツイッ

ターの最高経営責任者（CEO）を務めたディッ

ク・コストロ氏は、インドネシアのツイッター

利用者は 5,000万人（2015 年 3月時点）に達す

る、と地元紙で述べている。インドネシアで有

名なブロガーであるラディトヤ・ディカ氏のツ

イッターアカウントのフォロワーは 1,140万人

に上る。インターネットから人々に広く影響を

与えることから、こうしたブロガーは「インフ

ルエンサー」と呼ばれる。 

 

■ 大手企業もソーシャル・メディアで PR 

 この「インフルエンサー」を利用した広告や

マーケティング支援が、ソーシャル・メディア・

サービスの 1つとなっている。サービス提供会

社は、多数のインフルエンサーと契約し、イン

フルエンサーによる情報発信を通じて、クライ

アント（企業）の商品や企業価値の PRを行う。

商品やサービスの提供者自身が行う広告と比較

すると、第三者を通じて商品・企業価値を広め

るため、いわゆる「口コミ効果」の高い情報発

信を行うことができるという。現在、インドネ

シアで同サービスを行う企業は 3～4 社とされ、

日系企業ではサイバーエージェントの関連会社

ビナ・ブログがある。 

 非日系の先行事例の 1つがガッシュクラウド

だ。同社は、2011年にシンガポールで設立され

た。東南アジアではマレーシア、インドネシア

に拠点を設けてサービスを拡大している。イン

ドネシアには 2013年、ローカルパートナーとの

合弁で進出した。同社のインドネシア代表オデ

ィ・ランダ氏によると、設立して 2年だが、既

に日用品（ハンドクリーム）、ハンバーガーチェ

ーン、航空会社など大手企業の PR活動やウェブ
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コンテンツの作成などさまざまな案件を手掛け

てきたという。 

 同社のサービスは、「インフルエンサー・マー

ケィング」と「コンテンツ・マーケティング」

に分かれる。前者は、クライアントがターゲッ

トとする年齢・性別・嗜好（しこう）に合わせ

て、影響力を持つインフルエンサーを選定し、

アプローチすることだ。ランダ氏によると、既

にインドネシア国内で 200 人以上のインフルエ

ンサーとネットワークを持っており、ターゲッ

トに合わせて多様なインフルエンサーに依頼す

ることが可能だ。中には、月間 180万回の閲覧

数があるブロガーや、写真動画投稿サイト「イ

ンスタグラム」で 260万人のフォロワーを持つ

人物もいる。こうした有力なインフルエンサー

とのネットワークが、同社の強みの 1 つだ。 

 後者のサービスは、クライアントの商品や企

業価値に合わせてウェブコンテンツを作成し、

適切なメディアに掲載することだ。同社はスマ

ートフォン用のアプリケーション作成部門や、

ユーチューブ動画の製作部門を有しており、デ

ザイナーやクリエイターが案件に応じたウェブ

コンテンツを開発できる。さらに消費者が参加

するイベントなど、独自の仕掛けづくりにも力

を入れている。一例を挙げると、2014年サッカ

ー・ワールドカップにおけるハンバーガーチェ

ーンのキャンペーンでは、一般参加によるイン

スタグラム動画のコンテストを行った。同チェ

ーンに関するショートムービー96点がインスタ

グラムに投稿され、4週間で 3,300万回以上の閲

覧回数（インプレッション）と 41万回以上の反

応（動画のシェアなど）があった。コンテスト

優勝者の動画が高く評価され、キャンペーン終

了後、正式に同チェーンの PR動画として活用さ

れたという。 

 

 

■ 成功のカギは人材育成 

ランダ氏によると、優秀なデザイナーやプロ

ジェクトマネジャーを育てることが競争力を保

つカギだという。インドネシア法人では、シン

ガポール人の役員 1人を除き、ほぼ 100％がロー

カル社員だ。社員は高度な企画力が必要とされ

る。シンガポールやマレーシアでの数週間の社

員研修のほか、インドネシアにおいて海外拠点

との会議を実施し、情報共有や相互理解を促す

ような取り組みを行っている。また、社内で昇

進する条件として、後任の育成を義務付けてい

るという。担当者の異動や退職によって、サー

ビスの質が低下することのないように設計され

た人事制度だ。 

 ランダ氏によると、競争力維持のためには、

最新のメディアを用いて新しい形でPRできる体

制づくりが必要だ。クライアントの持つ商品の

陳腐化するのを防いだり、企業価値を落とさな

いために、同じメッセージでも、常にフレッシ

ュな方法・媒体で伝えたりすることが、同社の

大きな役割だという。 
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フードデリバリーのオンラインサービスが流行（インドネシア） 
 

ジェトロ・ジャカルタ 山城武伸 

 

 スマートフォン利用者が増加しているインドネシアで、新しいデバイスの普及に伴い、日常生活でより便

利なサービスが人気を博している。その 1 つがレストランへのオンライン注文・宅配サービスで、既に地

場、外資系企業で競争が激化する状況だ。同サービスをインドネシア国内で展開するドイツ系企業のフ

ードパンダについて、事業内容の現状や課題を報告する。インドネシア編の後編。 

 

■スマートフォンから宅配サービスを利用 

 2015年8月に市場調査会社ニールセンが発表

した調査によると、インドネシアにおける 2015

年のスマートフォンの普及率は 26％で、2013

年と比較すると 14 ポイント上昇した。また、

インドネシア・インターネットサービスプロバ

イダー協会（APJII）の調査によると、2014 年

のインターネット利用者のうち、85％が携帯電

話からアクセスしている。スマートフォンの普

及により、アプリケーションを利用して多様な

サービスを享受することができるようになっ

てきた。 

 近年、レストランへのオンライン注文・宅配

サービスが注目されている。同サービスは、ス

マートフォンの専用アプリやポータルサイト

にアクセスすると、現在地に近い宅配可能なレ

ストランが表示され、メニューを選択し注文す

ると、バイク便で料理が届くというものだ。交

通事情の悪いジャカルタで、レストランまで足

を運ぶことなく、店と同じメニューを楽しめる

とあって、人気を呼んでいる。 

  

■サービスの質を向上し、競合他社と差異化 

 このサービス分野には既に地場企業と外資

系企業が参入し、競争が激化している。地場企

業のゴジェックは、バイクタクシーのオンライ

ン予約・配送サービスが本業だが、料理や荷物

の宅配サービスも手掛ける。外資系企業では、

日系のクリック・イートやドイツ系のフードパ

ンダが参入している。 

 非日系の先行事例の 1 つがフードパンダだ。

同社は、ドイツ企業のロケットインターネット

が、世界約 40 ヵ国でフードデリバリーサービ

スを実施している。2012年 5月にインドネシア

法人を設立し、現在、ジャワ島、バリ島、スラ

ウェシ島（マカッサル）、スマトラ島（メダン）

の 6ヵ所でサービスを提供している。設立以来

3 年間で事業を拡大し、現在 1,200 店以上のレ

ストランと提携している。従業員数は次第に増

えて現在は約 3 倍に拡大し、150 人を上回って

いる。 

 サービスの特徴は、レストラン側に初期コス

トがかからないことだ。同社は、注文に対する

成功報酬のみで運営しているため、レストラン

がフードパンダのウェブサイトに無料で商品

を載せることができる。そのためレストラン側

は、手軽に販売チャンネルを増やすことが可能

だ。同社のマーケティングマネジャーのスリア

ンティ氏によると、大型フードチェーンから路

上で屋台販売しているような小規模商店まで

利用できるサービスだという。実際にロッテリ

ア、A＆Wといった大手フードチェーンから、ロ

ーカルフードの商店まで、大小さまざまな規模

のレストランが登録されている。 
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 同社はサービス対象を食品に特化すること

で、競合他社との差異化を図っている。特筆す

べきは、デリバリーまでの時間短縮に向けた工

夫だ。フードパンダと提携したレストランには、

注文受け付けの専用タブレットや注文表の印

刷機が同社から支給される。これによって、レ

ストランはフードパンダ経由の注文を即座に

確認し、厨房（ちゅうぼう）に回すことができ

る。注文からデリバリーまでの時間は、交通事

情が悪いジャカルタでも 45～60 分だという。

また、顧客への心配りも忘れない。デリバリー

を担う運転手には、配達専用の保温・保冷バッ

グが支給されている。注文した料理が冷めない

などの工夫だ。スリアンティ氏は、冷めやすい

麺類のようなメニューでも温かく届けること

ができる、と自信をみせた。 

 

■ 人手をかけて有力店をフォローアップ 

注文対応の自動化を進める一方で、メニューの

価格設定には人手をかけてレストランと調整

している。フードパンダ経由でデリバリーする

料理の価格やメニューは、基本的にレストラン

の店頭と同じだ。外食産業の場合、消費者は価

格に非常に敏感なため、デリバリーの方が高い

とレストランに食べに行ってしまい、優位性が

失われてしまうためだ。スリアンティ氏による

と、有望なレストランなどを継続的にフォロー

アップして、新規メニューを追加したり、価格

を店頭と同じになるようにしたり、調整してい

るという。さらに、フードパンダ限定のプロモ

ーション企画を提案するなど、サービス内容を

拡充している。 

 ただ、課題もある。オンライン注文によって

自動的にレストランや配達員に通知されるた

め、コストをかけずに注文対応ができるが、ジ

ャカルタではまだ電話注文の比率が高いとい

う。電話注文の場合、テレフォンオペレーター

の人件費がかかる上、注文の聞き間違いが発生

するリスクも高くなり、コスト要因となる。イ

ンドネシアでは急速にスマートフォンの普及

が進んでいるものの、消費者がネット注文に慣

れていない事情がある。当社で消費者に呼び掛

けつつ、時間をかけて解決する問題だ、と述べ

た。 

 ローカル企業などとの競争が厳しくなって

きているが、フードパンダは今後も食品に特化

して事業に磨きをかける方針だ。スリアンティ

氏によると、市場は拡大傾向にあり、当社が開

拓する余地はまだまだあるという。地域として

は、消費者とレストランが集中しているジャカ

ルタ首都圏に注力しつつ、他都市へも展開する

方針だ。 
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 電子商取引市場の取り込み急ぐ（シンガポール） 
 

ジェトロ・シンガポール 小島英太郎 

 

成長が見込まれるシンガポールの電子商取引（EC）市場の取り込みを、欧米、中国、韓国などの外資

系企業が急いでいる。ASEAN の中ではビジネス環境が整ったシンガポールに拠点を構え、短期間で域

内市場を席巻しようとする動きや、先行企業を買収する動きもみられる。シンガポールの EC 市場におい

て、日本企業の先を行く外資系企業の動きを 2 回に分けてレポートする。前編は、シンガポールの EC 市

場の概況と主要な外資系企業と日系企業について。 

 

■ オンラインユーザー比率と EC市場規模が域

内トップ 

まず、シンガポールで今後、成長が期待され

る EC 分野の市場と外資参入状況をみる。シン

ガポールは ASEANの中でも、人口は小規模なが

ら所得が高く、通信インフラが整い、オンライ

ンユーザーの比率が高い。参考の 1 つとして、

スイス系のUBS証券

（タイ）がまとめた

ASEAN の EC 市場に

関する調査結果が

ある。同調査に基づ

く表 1によると、シ

ンガポールのオン

ラインユーザーは

人口比で域内トッ

プの 73.6％（390万

人）。現在の EC市場

規模（CtoC および

BtoCの消費者市場向けのみ）は3億米ドル（2013

年のシンガポールの小売市場全体の 1.0％）で、

こちらも域内トップと推計されている。さらに

将来、中国や米国並みに小売市場の 8％が EC市

場になると見込んだ場合、シンガポールの市場

規模は 24億米ドル規模へと拡大する。 

また、Visa カードが 2014 年 7 月に実施した

調査3によると、少なくとも週に 1度、オンライ

ンで買い物をする人は 26％、月に 1 度の人は

58％で、これらは東南アジアにおいてトップと

なっている。加えて、環境さえ整えば、オンラ

インで全ての買い物をしてもよいとする人が

全体の 50％に達しており、今後も EC 市場が拡

大する傾向が続くとみられる。 

■ EC 市場に米国、韓国、中国など外資ひしめ

く 

 シンガポールの EC市場、特に主要 BtoCサイ

トをトラフィック数に基づいてまとめたもの

が、表 2 だ。米国の大手 EC サイトが上位を占

                                                   
3 Visa カードによる調査は、シンガポール、タイ、フィリピ

ン、マレーシアにおいて、18 歳以上で、クレジットカードを

持つ男女 500 人が対象（The Visa Consumer Payment 

Attitudes Study 2014）。 
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めているが、3位に位置する「Qoo10」は、韓国

の Gマーケット創業者と米イーベイによる合弁

会社ジオシスが 2008年 11月にオープンした通

販サイトで、ユーザー登録数は約 100万人以上

と当地では最大級の通販サイトに成長した。 

 

「アリエクスプレス」は、中国の EC 大手ア

リババ集団が 2010 年 4 月に香港で正式開設し

た国外向け BtoC サイト。アリババは近年、郵

便事業に加えて EC 事業にも力を入れているシ

ンガポール・ポスト（シングポスト）と 2014

年 5 月に資本提携した（2014 年 10 月 7 日記事

参照）。アリババにとって、国外の EC物流事業

を強化する狙いがある。さらに、2015年 7月に

はその資本関係を強化（アリババによるシング

ポスト株の保有比率を 10.23％から 14.51％へ

引き上げ）するとともに、シングポスト子会社

の EC 物流事業を手掛けるカンタム・ソリュー

ションズ・インターナショルの合弁事業化に合

意した。 

そのシングポストは、2015 年度第 1四半期（4

～6月）の決算で、売上高が前年同期比 20.7％

増となったとし、同社グループのウルフガン

グ・バイエル最高経営責任者（CEO）は発表で、

増収の要因の 1 つに好調な EC 事業を挙げた。

同 CEOは「毎月 1～2件の主要 EC顧客（ECサイ

トを開設する事業者）を獲得している」とし、

シンガポールの EC 市場に参入する企業の動き

が同社の好業績を支え

ている、と述べている。 

 

■ 急成長するドイツ

系ファッション・ネッ

ト通販サイトに注目 

 ファション・ブラン

ドのネット通販を展開

する「ザローラ」は、

2012 年 3 月にドイツの

ロケット・インターネ

ットによってシンガポ

ールに設立されて以来、

急速に成長。2015 年 8

月現在、シンガポール、インドネシア、タイ、

フィリピン、ベトナム、マレーシアの東南アジ

アを中心に、香港、台湾、オーストラリア、ニ

ュージーランドを加えた計 10 ヵ国・地域で展

開。わずか 3年で、ファッションブランドを扱

うサイトとしては同地域で最大級となった。同

社は、新興市場におけるオフラインの実店舗で

は手に入りにくい流行のファッションを、手ご

ろな価格で提供することを方針とし、多様な文

化・言語を持つ東南アジア各国での「ローカラ

イゼーション（現地化）」が、他社との違いを

生んでいるという（詳細は後編で紹介）。 

■ フランスのブランド大手は買収でオンライ

ン市場に攻勢 

表 2 には含まれていないが、2011 年 11 月に

開設された化粧品ネット通販サイトの「ルクソ

ーラ」も BtoC サイトとしては有名だ。ルクソ

ーラは米国人がシンガポールで設立した企業

http://www.aliexpress.com/
https://www.jetro.go.jp/biznews/2014/10/542e4ae8687e0.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2014/10/542e4ae8687e0.html
http://www.zalora.sg/
http://www.luxola.com/sg
http://www.luxola.com/sg
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だが、これまでにグリー・ベンチャーズ、トラ

ンス・コスモスなど日系のベンチャーファンド

や事業会社からも出資を受け入れ、短期間で急

速に成長してきた。現在、ASEAN とオセアニア

を中心にインド、アラブ首長国連邦などを含め

た 11ヵ国で展開し、250以上のブランドを扱っ

ている。各種報道によると、2015年 7月にこの

ルクソーラをフランス高級ブランド大手 LVMH

モエヘネシー・ルイヴィトンとその子会社で化

粧品を専門に扱うセフォラが買収したという。

セフォラ・アジアのアンネ・ヴェロニク・ブル

エル社長は「ルクソーラへの投資は、オンライ

ンの化粧品市場を席巻し、東南アジアでのセフ

ォラの成長を加速するための唯一の機会だ」と

述べた（テック・イン・アジア 7月 8 日）。 

 

■ 日系企業もシンガポール EC市場に参入 

 日系企業の参入事例では、楽天が 2014 年 1

月に「楽天市場」（Rakuten）を開設したことが

挙げられる。楽天は、2012 年 8月にシンガポー

ルにアジア事業の統括本部を開設、グローバル

動画配信サイトの Viki（2013年 9月）、通話ア

プリの Viber（2014年 2月）などの海外企業も

買収し、グローバルに事業展開を進めている。

楽天は前述のシングポストと、配送や一時的に

宅配物を預かるロッカー「ポップステーション」

の利用で提携している。表 2は楽天市場開設直

後の 2014 年 3 月時点の情報を基にしているた

め、比較できないが、上位のショッピングサイ

トに食い込めるか注目される。また、良品計画

も、シングポストとネットストアの運営・配送

で提携し、2015年 2月にネットストア「無印良

品」を開設した。こうした実店舗を持つ小売店

のネットストア開設も増えているようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.rakuten.com.sg/
http://www.muji.com/sg/
http://www.muji.com/sg/
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ファッションのネット通販、現地化がカギ（シンガポール） 
 

ジェトロ・シンガポール 小島英太郎 

 

シンガポールをはじめとした東南アジアを中心に、ファッションブランドのネット通販を展開する「ザロー

ラ」。若い女性に人気の同社は、ドイツ企業のロケット・インターネットによって 2012 年 3 月に設立された。

わずか 3 年で急成長を遂げた背景には何があるのか。同社の方針や戦略、ビジネス状況、シンガポール

や東南アジアにおける電子商取引（EC）市場に対する見方についてレポートする。シンガポールの後編。 

 

■ ドイツの「ザローラ」が 10ヵ国・地域に展

開 

 ドイツ系のザローラは、オフラインの実店舗

では手に入りにくい流行のファッションを手

ごろな価格で提供することを目指し、若者向け

のサイトで洋服、靴、バッグ、時計、アクセサ

リーなどを販売する（2015 年 11月 24日記事参

照）。2014 年 5 月に作成された投資家向けの同

社資料4によると、設立 1 年後の 2013 年第 1 四

半期（1～3月）末時点でサービスを提供した顧

客は総計 70 万人だったが、その 1 年後の 2014

年第 1四半期末には 160万人に上った（同社が

展開する国別のデータは非公表）。うち 70％が

女性で、年齢別では 18～24 歳が 30％、25～35

歳が 45％。売り上げ構成でみても、女性向けア

パレルが 39％、女性向け靴が 20％と過半を女

性向けが占め、男性向けアパレル 10％、男性向

け靴 7％などと続く。 

 2015 年 5 月発表の 2014 年（1～12 月）決算

報告によると、2014 年の純利益は前年比 70％

増の 1億 1,700万ユーロとなった。同社は、短

期間にシンガポール、インドネシア、タイ、フ

ィリピン、ベトナム、マレーシアの東南アジア

を中心に、香港、台湾、オーストラリア、ニュ

ージーランドも含めた計 10ヵ国・地域に展開、

                                                   
4 べルリンで開催された「Kinnevik Rocket capital markets 

day 2014」で投資家向けに説明された資料「ZALORA－Asia’

s leading online fashion destination」を参考にした。 

急成長を遂げている。 

 

■ インターネットビジネスモデル確立で急成

長 

ザローラを設立したのは、米国と中国以外で世

界最大となるインターネットプラットホーム

設立を目指すドイツのロケット・インターネッ

トだ。同社自身も 2007 年に設立された新興企

業だが、既に 110 ヵ国以上で展開し、3 万人以

上の社員を抱える。同社はインターネットビジ

ネスモデルを構築し、それをオンラインマーケ

ットでリーディング企業になれる未開拓の新

興市場に移植していく。 

 アジア太平洋地域で、ザローラ以外に多数の

ビジネスを展開している。例えば、家電や化粧

品など幅広い品をそろえる「ラザダ」をシンガ

ポールに加え、インドネシア、タイ、フィリピ

ン、ベトナム、マレーシアで開設、一部の国で

は有力サイトになっている。同社グループのサ

ービス展開の速さ、幅の広さ、地場市場への浸

透の仕方などには目を見張るものがある。 

 

■ 地元の感覚・事情に合わせてサービスをカ

スタマイズ 

 「ザローラが競合他社との違いを生んでいる

のは、ローカライゼーション（現地化）の取り

組みだ。私たちは、市場ごとの微妙な差異（ニ

https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/11/973490b06eb3965d.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2015/11/973490b06eb3965d.html
http://www.kinnevik.se/en/Investor/Kinnevik-Rocket-capital-markeys-day-2014/
http://www.kinnevik.se/en/Investor/Kinnevik-Rocket-capital-markeys-day-2014/
http://www.lazada.sg/
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ュアンス）を理解し、受け入れ、サービスをカ

スタマイズしている。東南アジアは、多様な文

化、言語を持つ独特な市場だ」と、ザローラ・

シンガポールのディオン・ソン社長はいう。短

期間での複数国におけるビジネス展開を可能

にしているのは、本社のロケット・インターネ

ットが確立したインターネットビジネスモデ

ルが武器となっているとみられるが、それだけ

ではない。「地元の人々に響くキャンペーン」

「迅速な配達」「短期間での新製品投入」など

を、各地の拠点が地元の感覚・事情に合わせて

カスタマイズして実施していくことが、同社の

強みとなっている。ディオン・ソン社長は「世

界的な見通しを持ちながら、地場に根差したサ

ービス提供を行っていく」と述べる。 

 同社は、品ぞろえにも気を配る。既存のブラ

ンド商品を扱うだけでなく、独自のプライベー

トブランド（PB）も用意している。2013年第 1

四半期末で PB はグループ全売り上げの 21％だ

ったが、2014 年第 1 四半期末には 32％に高ま

っている。 

 

■ モバイルコマースの将来性に期待 

同社は、シンガポールの EC 市場を、最もネッ

ト環境が整っており、他国に比べてクレジット

カードの使用率が高く、オンラインで買い物を

する傾向が強い、とみている。同社は「シンガ

ポール人は、情報通の買い物客だ。もっと品ぞ

ろえを増やしてサービスを提供しなければな

らない」としている。 

 一方で、東南アジアの EC 市場については、

「経済的、文化的にみて極度に多様化しており、

EC 市場の受け入れ度合い、技術の進み具合、

消費者の購買習慣、社会経済状況が各市場によ

って異なっている」とみる。その東南アジアの

EC 市場は、いまだ初期段階のため、消費者に

オンラインでの買い物を促すため、地域を超え、

他産業も巻き込んだ「12.12 オンライン・フィ

ーバー・イニシアチブ」（12 月 12 日に値下げ

によってネット販売を盛り上げようとする取

り組み）を、同社が率先して行っている。 

 また、東南アジアでは高速インターネット回

線が普及していないことから、携帯端末による

「モバイルコマース」に期待を寄せる。同社は

「モバイルの急速な普及は、多くの『親指の買

い物客（Thumb－shoppers）』を生んでいる。

ザローラの注文の 3 分の 1 以上は、モバイル端

末からだ」といい、専用アプリのインターフェ

ースの改善などを継続的に行い、モバイル市場

の取り込みに注力している。 
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医療サービス分野でヤンゴン進出の動き徐々に広がる（ミャンマー） 
 

ジェトロ・ヤンゴン 浜口聡 

 

ミャンマーは医療水準が低いため、近年、シンガポール、マレーシア、タイなどで治療を受ける層が増えて

いる。外資系医療法人などがヤンゴン市内に病院やクリニックを開設する動きが見られ、受診するミャンマ

ー人も増えているが、8 月にタイとの間でビザが 14 日以内の滞在に限り相互免除になったことから、最近

はタイの病院を利用する人が増加傾向にある。 

■ タイや日本の医療法人が地場と提携 

ミャンマーでは、シンガポール、マレーシア、

タイなどで治療を受ける富裕層を狙い、外資系

医療法人などがヤンゴン市内に病院やクリニ

ックを開設する動きが見られる。タイ・バンコ

クのサミティベート病院もその 1 つで、地場の

パラミ・ホスピタル（Parami Hospital）の 11

階に外国人専用のクリニックを開業した。さら

に年内にはサミティベート病院ヤンゴンクリ

ニックもオープンする予定で、日本人看護師も

常駐することになっている。 

 また、日本の社会医療法人大雄会が現地企業

と合弁でクリニックを開設すると発表してお

り、今後、ミャンマーに駐在する日本人の増加

を見込み、日本人医師が常駐する初めての病院

となる予定だ。 

 

■ 質の高い医療を求めタイなどへ 

ミャンマーでは、経済的に余裕のある層がシ

ンガポール、マレーシア、タイなどの病院に行

くのが一般的だ。 

 バンコクのスクムビット地区にあるバム

ルンラード病院は 1980年に開院し、年間 40万

人以上の外国人患者を受け入れる私立総合病

院だ。30の専門科があり、病床 538、手術室 19

を擁し、最先端の医療設備を有している。タイ

はもちろん、ASEAN 域内でも最大規模を誇る。

近年、メディカルツーリズムでタイを訪れ、治

療を受ける外国人が増加しており、特にアメリ

カ同時多発テロ以降は、アラブ系の人たちがア

メリカで高度治療を受けにくくなったことも

あり、バムルンラード病院にはアラブ系の富裕

層が多数見受けられる。これら富裕層は、最先

端の医療技術やより質の高い医療を求めてお

り、ミャンマーからの訪問者も例外ではない。

病院内でミャンマーの伝統的な民族衣装であ

るロンジー姿の人を見掛けることも少なくな

い。 

 バムルンラード病院は多言語対応が充実

しており、院内の国際医療連携センターでは、

7ヵ国12人の多国籍医師団によるサポート体制

が整い、18人いる看護師をはじめ医療スタッフ

が外国人患者のための医療コーディネーショ

ン業務に従事している。ミャンマー語専門の通

訳も常駐しており、院内の掲示板にもミャンマ

ー語表記のものがある。海外事務所はヤンゴン

を含め、予約および渡航サービス業務を行う事

務所が世界 13 ヵ国、19 拠点存在する。タイ渡

航の際に必要なビザ取得代行サービスや、患者

と付き添い家族のための宿泊施設を手配して

いる。スワナプーム空港の到着ロビーにレセプ

ションセンターを設けて、患者の受け入れ体制
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は万全だ。 

 外国人患者の国別内訳は、1 位アラブ首長

国連邦（UAE）、2 位ミャンマー、3 位バングラ

デシュ、4位オマーン、5位カンボジア、6位モ

ンゴル、7 位ベトナムの順となっている。同院

によると、特にミャンマー人の伸びが大きいよ

うだ。 

 また、タイのバンコク病院グループ

（Bangkok Hospital Group）では、ミャンマー

からの患者が 2014 年度は 3 万人を超えたとい

う。 

 ミャンマーの富裕層や在留外国人にとっ

て、医療を安心して受けられることは何物にも

代え難いサービスであり、日系、外資ともにミ

ャンマー市場を狙っての進出が今後も続くも

のとみられる。 
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低価格のいわゆるバジェットホテル展開に本腰（インド） 
 

アジア大洋州課 西澤知史 

ジェトロ・ニューデリー 古屋礼子 

 

 外資系ホテルブランドが、ビジネス客をターゲットとする「バジェットホテル」の展開に本腰を入れ始め

た。旺盛な国内ニーズを背景に、安全、便利、清潔、かつ低価格を売りに市場を切り開こうとしている。各

社へのインタビューを基に、そのビジネスモデルや参入のコツを解説する。 

 

■ 利用者の不満をビジネスチャンスに 

 国土の広大なインドでは、出張で各地を飛び

回るビジネスパーソンが増え続け、ホテルへの

ニーズの高まりを景気回復が後押ししている

（図参照）。こうしたニーズを取り込もうと、

外資系ホテルも次々とインドに進出し、高級路

線から低価格路線まで幅広く展開している。立

地も主要都市にとどまらず、人口の少ない地方

都市まで広がりをみせる。そうした中、各ホテ

ルブランドが熱い視線を注いでいるのが「バジ

ェットホテル」と呼ばれる低価格路線で、旺盛

なビジネス需要の取り込みに懸命だ。 

一方、インドには各地方に根付いた地場系の

低価格ホテルも数多くある。しかしこれらのホ

テルは、「チェックインに時間がかかる」「ハウ

スキーピングを呼んでも来ない」「シーツに汚

れがある」「シャワーのお湯が出ない」など、

サービスの質がいまひとつなことが多い。外資

系ホテルは、こうした利用者が抱える不満をビ

ジネスチャンスにしようとしている。外資系ホ

テルとしてのブランド力を生かし、安全かつ清

潔で、朝食とインターネット接続（Wi－Fi）を

加えて利便性を高め、無駄を省いて料金を抑え

るのが基本スタイルだ。 

 

■ 運営はマネジメント型が主流 

一般にホテルの運営方法は 2 種類ある。「フ

ランチャイズ型」は、オーナー企業が所有する

ホテルにブランド名だけを与え、

オーナー自らが経営する方式で、

日本で主流となっている運営方

法だ。もう 1 つは「マネジメン

ト型」で、建物などの資産は全

てオーナー企業の所有だが、ホ

テルそのものがマネジメントに

参画する方式だ。ホテル側は売

り上げに応じて、マネジメント

料をオーナーに請求する。 

 今般ジェトロがインタビュ

ーした 3 つの外資系ホテル（イ

ンターコンチネンタル、マリオット、ヒルトン）

は、高級路線か低価格路線かを問わず、いずれ

もマネジメント型でインド市場に参入した（表
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参照）。その理由について、インターコンチネ

ンタルは「建物のオーナー企業による奔放な経

営により、ブランド名を傷つけられた過去があ

り、インドではフランチャイズ型は向かないと

判断した」「バジェットホテルの開設に当たっ

ては、土地や建物にも出資している」という。

インドのホテルオーナーは一般的に高級ホテ

ルへの投資をステータスやハイリターンの観

点から選ぶ傾向が強い一方、「低コスト」「低リ

ターン」「低メンテナンス」「シンプル」といっ

たキーワードが連想されるバジェットホテル

への投資には関心が低いことが背景にあるよ

うだ。 

 

■ バジェットホテル運営にインド向けの工夫

も 

 外資系ホテルが市場シェアを拡大するため

には、インド市場特有の取り組みも必要だ。イ

ンターコンチネンタルは他国のバジェットホ

テルにはないサービスとして、ルームサービス

を提供している。「クリケットの試合をテレビ

で観戦したり、仕事をしたりしながら、部屋で

食事がしたいというインド人のニーズを取り

込むため」という。ヒルトンでは、レストラン

の代わりにロビーに軽食や生活用品を扱う売

店を置き、さらに無料の共用パソコンとプリン

ターを設置することで宿泊客のニーズに応え

ている。 

 コスト削減に向けた取り組みも進む。通常、

インドのホテルでは、安い人件費を背景に 1部

屋当たりホテルスタッフを平均 2人配置してお

り、これは世界平均の 4 倍だという。しかし、

インターコンチネンタルのバジェットホテル

では、「フロントスタッフが食事時にはレスト

ランの給仕に早変わりし、

時にハウスキーピングも

こなすなど、1人何役も担

うことで一層のコスト削

減を目指している」と語る。

ヒルトンでも同様の取り

組みをしており、「1 部屋

当たりのスタッフ数は約

0.9 人に抑えられている」

そうだ。また、ビジネス客

を取り込むための営業手

法もユニークだ。インター

コンチネンタルによると、

「欧米などの先進国では、

ホテルと企業が締結する

年間契約に基づくビジネ

ス利用が大勢を占めるが、インドではその手法

は通用しない」と話す。そこで担当者が日常的

に行う営業行為が欠かせず、そこで築いた人脈

や特典などを提示して初めて顧客が付くスタ

イルが一般的だという。 
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■ ブランド維持のカギは人材 

外資系ホテルのブランドを維持するには、

「人材が全て」と各社は声をそろえる。特に支

配人やフロント、レストランやハウスキーピン

グなど直接利用者に接する人材をどう確保す

るかが重要だ。各ホテルを会社に見立てれば

「社長」に相当する支配人の採用には、各社そ

れぞれ独自のノウハウを有する。インターコン

チネンタルは「支配人にはホテル業界で働いた

経験を持つ人材をヘッドハントすることが多

い」、マリオットは「支配人は全て外国人を採

用することになっており、海外の同一グループ

のホテルからの人事異動で対応する」と話す。

ヒルトンは「主要ポストは社内人材からの登用

が多い。現在、15％程度の女性管理職の割合を

今後増やしていく」という。 

 採用した人材の教育も欠かせない。インター

コンチネンタルは、職位に応じて断続的に 1週

間から半年にわたる研修プログラムを用意。営

業や接客などの技能向上、マネジメント、さら

にリーダーシップ研修までを含む。さらに、「グ

ローバルスタンダードとは何かを体感させる

ため、幹部クラスを対象にオーストラリアや英

国などで行う海外研修も実施している」という。

マリオットは「各ホテルに配置されているトレ

ーニングマネジャーが週 1回～月 1回のペース

で、ハウスキーピング、レストラン運営、営業

など、各職種向けに研修を行ってサービスの維

持・向上を図っている」と語る。トレーニング

マネジャー向けの研修も、地域本社がある香港

で定期的に開催されているようだ。 

 人材育成における課題もある。各社が共通し

て挙げたのが英語教育だ。マリオットは、「英

語クラスを週 1回実施しているほか、幹部クラ

スには社内イントラネットを活用し、50時間の

英語教育が受けられるようしている」という。

一方、人材流出や離職は頭が痛い問題だ。各社

とも従業員の離職を食い止めるため、福利厚生

の充実、報奨制度、1 年勤続後には家族の無料

宿泊提供や、傘下のホテル内での異動が可能な

人事体系などを導入し、インセンティブとして

いる。 

 

■ 年 1回の覆面調査も 

ホテルのブランド維持のためには、各ホテル

で提供されるサービスが自社基準を満たして

いるかどうかのモニタリングも求められる。マ

リオットは「全ホテルに 1 年に 1回、覆面調査

員が訪れ、サービスが自社基準を満たしている

か確認している。万が一、適切な改善がみられ

ず 3年連続で不合格となった場合には、そのホ

テルのマネジメントから手を引く契約になっ

ている」という。さらに、同社は「高級路線か

ら始め、インドにおけるブランドイメージを確

立した上で低価格路線を展開する手法を取っ

た。今こそ低価格路線に本腰を入れる時期だ」

とコメントする。インターコンチネンタルは、

低価格から高級路線までインドに 22 軒あるホ

テルを 2020年までに 47軒まで増やすことを発

表しており、インド市場攻略に力を入れている。 

 日系資本の動きに目を転じると、数年前から

日本人ビジネス客を主な対象にしたホテルの

展開が始まっている。和食の提供をはじめ、大

浴場の完備などで差別化を図り、利用客から好

評を得ている。 
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ブランド力を生かし中間・富裕層を狙う（バングラデシュ） 
 

ジェトロ・ダッカ 田中麻理 

 

所得の向上や都市化による生活の変化に伴い、バングラデシュにおいても BtoC 型のサービス業が発展

しつつある。日系企業はレストラン、食材店など比較的小規模な対面型サービスを行う一方、外資系企業

は台頭する中間層や富裕層を狙ったサービス事業にも参入し始めている。本レポートでは、通信、e マーケ

ットプレイス（電子市場）、医療の各分野を代表する外資系 3 社の事例を紹介しつつ、これから進出を図る

日本企業へのヒントを探る。 

■ 3社それぞれの特色を生かす 

事例紹介する 3社は次のとおり（資料参照）。 

○携帯電話通信サービス：ロビ・アクシアタ

（ROBI Axiata） 

 資本金 350 億タカ（約 560 億円、1 タカ＝約

1.6 円）、従業員 3,700 人。マレーシア資本で、

アジア広域にわたり 1億 2,000万の顧客数を誇

る通信事業者アクシアタ・グループ（Axiata 

Group）が 1997年に設立。日本の NTTドコモが

約 8％資本参加している。携帯電話通信市場で

は、グラミンフォン（ノルウェー資本）、バン

グラリンク（エジプト資本）に次ぐ業界 3位で、

22％のシェアを持つ。特に南部のチッタゴン、

コミラでの強力なネットワーク回線が強み。

2014年の年間売上高は 500 億タカ。 

○e マーケットプレイス：ビクロイ・ドットコ

ム（Bikroy.com） 

 資本金、年間売上高は非公開。従業員 300人。

コミュニケーション、e コマース、e マーケッ

トプレイス、エンターテインメント、金融サー

ビス分野での消費者ブランド構築に特化した

スウェーデン資本の投資会社インベストメン

ト・AB・シンナビーク（Investment AB Kinnevik）

が 2012 年に設立した。簡単なプロセスで、自

動車、不動産から携帯電話、化粧品、日用品な

どあらゆる商品を出品・売買できる。バングラ

デシュにおいて最も人気のある eマーケットプ

レイスで、33万件以上の販売広告が掲載されて

いる。 

○医療サービス：アポロ・ホスピタル・ダッカ

（Apollo Hospitals Dhaka） 

 資本金 3億 4,300万タカ、従業員 700人。イ

ンドの大手総合病院アポロ・ホスピタル

（Apollo Hospitals）とバングラデシュで医療

および教育機関運営を行う STSホールディング

スグループ（STS Holdings Group）の合弁によ

り、2005年に設立。ベッド数 450床。米国の認

可機関によるグローバル医療基準の JCI認定を

バングラデシュにおいて唯一取得している。 

 

■ 外資系のブランド力が強みに 

バングラデシュにおける業界横断的な外資

系企業の強みとしては、まずブランド力が挙げ

られる。まだ外資系企業の進出が少ないだけに、

親会社の知名度と信頼度の高さや良好なイメ

ージは、現地法人にも引き継がれる傾向にある。

特にブランドを効果的に活用しているのは、ア

ポロ・ホスピタルだ。インド国内に 25 ヵ所の

拠点と 30 年以上の歴史がある同病院は、隣国

バングラデシュにおいても知名度が高い。バン

グラデシュでは富裕層を中心に、医療環境が整
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ったインドで治療を受けるケースが多く、イン

ドの医療技術は高いという認識が定着してい

る。そのため、アポロ・ホスピタル・ダッカは

「国内でインドと同様の国際水準の治療を受

けられる」というイメージと実績から信頼を勝

ち取っている。海外での実績や知名度も消費者

への訴求力になり得るという好例だ。アポロ・

ホスピタル・ダッカは JCI 認定を国内で唯一取

得しているという点でも地場の病院と差別化

を図っている。 

 一方、ロビ・アクシアタの親会社アクシア

タ・グループは、マレーシア、シンガポール、

カンボジア、インドネシア、スリランカ、イン

ド、パキスタンといった周辺国で豊富な実績を

持つ通信事業者で、こうした実績がもたらす安

心感に加え、進出地ごとにローカライズしたサ

ービスを機動的に提供できることを強みとし

ている。 

 

■ オープンな職場環境が魅力 

地場企業が勤続年数の長さや役職による序

列を重視する傾向にある中、ビクロイ・ドット

コムの最大の特徴は、平均年齢が 20代という

従業員の若さと外資系企業特有のフラットな

職場環境だ。役職に関係なく全従業員が同じス

ペースで仕事をするオフィス環境は、社員間の

積極的な競争意識を醸成している。また、男女

共同参画に対する取り組みを行っている点も、

地場企業とスタンスが大きく異なる。国連によ

るジェンダー平等を達成するための「He For 

She」キャンペーンに賛同し、2016年までに女

性の雇用率を 40％に引き上げるとともに、女性

の働きやすい職場環境の整備を進めている。 

 企業が抱える最も大きな課題が、離職率の高

さだ。賃金の向上を求めて転職を繰り返すジョ

ブホッピングが頻繁に起こるバングラデシュ

だが、今回調査した外資系企業は総じて年 1～

2％の低い離職率を維持している。地場企業よ

りも高い給与水準であることはもとより、KPI

（キー・パフォーマンス・インデックス）を基

準とした透明性の高い評価制度を導入するな

ど、勤続年数などにかかわらずパフォーマンス

を重視するマネジメントも要因の 1つだ。 

 一方で、内資と外資を問わず、当地では実務

知識、経験を有する人材を機動的に採用し、オ

ン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）を行う

人材育成モデルが一般的だ。そうした中、日系

企業の人材マネジメントは、整備された研修シ

ステムや家族支援を含めた福利厚生など、きめ

細かな人材育成を重視する傾向にあり、他の外

資系企業と比べても強みを発揮できる可能性

があるといえそうだ。 

 

■ 高付加価値サービスの担い手は不足 

バングラデシュの消費者は、品質より価格を

重視する傾向が強いが、価格に関係なく、高付

加価値で専門性を必要とするサービスが求め

られる分野も存在する。医療サービスはこうし

た価格にとらわれない良質なサービス需要が

存在する分野だといえる。アポロ・ホスピタ

ル・ダッカでは、約 90人いる医師のうち 35％

がインド人で、高度な医療技術を必要とする外

科手術などは経験豊富なインド人医師が行っ

ている。総じてインド人医師はバングラデシュ

人医師と比較して患者の評判が良いようだ。 

 高付加価値サービスを導入する際には、最初

は専門知識や経験を有する外国人人材を投入

しつつ、徐々に国内人材へと移行していくこと

が不可欠だといえる。こうした点で、経験を積

んだ人材を派遣できる外資系企業には優位性

があるといえる。 
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■ うわさ好きの国民性、口コミに期待 

バングラデシュのボリュームゾーン開拓で

最も効果的なメディアといわれているのはテ

レビ CMだが、これ以外に口コミによるマーケ

ティングも効果的だ。2009 年、バングラデシュ

統計局が 1万 4,000世帯を対象に行った余暇の

過ごし方に関するアンケートでは、6割が「う

わさ話」と答えている。所得層を問わず多くの

消費者が、こうした直接コミュニケーションを

情報源としていることの表れといえそうだ。 

 ビクロイ・ドットコムは、同サイトを通じて

売買された自動車に「Bikroy.com」のロゴステ

ッカーを貼ることを出品者に求めている。自動

車の多いダッカ市内では、このステッカーが貼

られた車を数多く見掛け、実際に車の販売に効

果を発揮しているという。この手法も、「多く

の人が利用しているから、良いサービスに違い

ない」という消費者心理をうまく利用した事例

だろう。 

 

■ 現地ニーズに応えたサービスを構築 

クレジットカードの普及率が低いバングラ

デシュでは、eマーケットプレイスを通して商

品を購入する際には代金引き換えによる商品

受け渡しが主流だが、オンラインでの取引とな

るため売り手と買い手のトラブルが起こりが

ちだ。そこでビクロイ・ドットコムでは、新た

に法務部門の導入や、全ての取引をモニターす

る情報通信技術（ICT）部門の強化など、カス

タマーサービスに力を入れ、競合と差別化し、

安全な取引ができる点をアピールしている。 

 またビクロイ・ドットコムは 2015年から、

イスラム教徒が 9割を超えるバングラデシュ向

けに、9月の犠牲祭のための生きた牛、ヤギの

事前注文サービスを導入。犠牲祭はイスラム教

最大の祝祭であり、神への感謝を表すために一

般的に牛などの動物をいけにえとして捧げる。

犠牲祭前は、この動物の購入のため市場が大混

雑するなど、売り手にとっても買い手にとって

も骨の折れる時期であり、このストレスを解消

するための現地に即したサービスだ。3,000タ

カの配送料を事前に支払うことで、良質な牛や

ヤギが希望日に配達されるという。 

 アポロ・ホスピタル・ダッカでは、交通事情

の悪さから通院に時間を要する現地事情を考

慮し、国内にインフォメーションセンターを 9

ヵ所開設し、診察予約や、スカイプを通した医

者への簡単な相談ができるサービスを提供し

ている。インフラの脆弱（ぜいじゃく）なバン

グラデシュだが、通信環境が他の新興国と比較

して良好な点は魅力だ。大規模な投資が不要で、

遠隔地へのサービス提供も可能なインターネ

ット利用サービスは拡大の余地が大きいとい

えそうだ。 

 サービス産業に限らず、外資系企業の最も重

大な経営課題といえるのが、厳しい規制や政府

機関の不透明な運用だ。ビクロイ・ドットコム

が参入した eコマースや eマーケットプレイス

は、これまで全ての取引で付加価値税（VAT）

が免除されてきたが、2015／2016年度の国家予

算案では突如 4％を課税するとされた。業界の

強硬な反対により課税導入は見送られたが、見

通しの利かない制度は事業の大きなリスクと

なる。またロビ・アクシアタは、携帯電話通信

事業者に課される高い法人税を課題の 1つに挙

げている。上場企業で 40％、非上場企業で 45％

の法人税は他のアジア諸国と比較して 10ポイ

ント以上高い。外資系企業はどうしても現地政

府とのコミュニケーションが希薄になりがち

で、ビジネス環境の改善を求める声が届きにく

い。 
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■ 明確なターゲット設定が成長の要因 

今回調査した 3社がバングラデシュで順調に

業績を伸ばしている要因は、いずれもターゲッ

トを明確にして徹底的なマーケティングを行

うことで、消費者が求めるサービスを機動的に

導入している点にある。まず、自社のサービス

が「価格は手ごろで、コスト相応のサービスを

受けたい消費者向け」または「価格が高くとも、

質の高いサービスを期待する消費者向け」のど

ちらなのかを明確にすることだ。バングラデシ

ュの大多数の消費者は前者の傾向が強い。質と

価格を現地化し、多数の選択肢を用意したサー

ビスが受け入れられやすい。インターネットを

日常的に利用する若者層をターゲットとする

ロビ・アクシアタやビクロイ・ドットコムはこ

れに当たる。一方で、細やかなコンサルティン

グや高付加価値のサービスを求める消費者も

いる。アポロ・ホスピタル・ダッカは、こうし

た高い水準の治療を望む患者のために、医療技

術だけでなく個別の診察まで細かくモニタリ

ングし、サービスの維持を図っている。 

 バングラデシュにおけるサービス産業は発

展途上であり、外資系企業の存在感が十分に発

揮できる市場だ。今回事例に挙げた各社とも、

他社との差別化の一手として日本企業との協

業に関心を示している。自力で進出する以外に

も、こうした先行企業の事業プラットホームを

活用しながら参入する手もあるのではないだ

ろうか。 
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＜資料＞バングラデシュにおける外資系サービス企業 3社の事業概要 

 

ROBI Axiata Limited Bikroy.com Apollo Hospitals Dhaka

（携帯通信事業） （Eマーケットプレイス） （総合病院）

進出時期 1997年（ライセンス取得は1996年） 2012年 2005年

資本金額 350億タカ 非公開 3億4,300タカ

売上高 500億タカ（2014年1～12月期） 非公開 非公開

従業員数 3,700名 300名 700名

黒字化の時期 2009年 黒字化の手前という段階（Director談） 非公開

今後の
計画

3.5G／4G回線を利用したデータサービス
の開始。通話アプリやEコマースサイト
との提携。

宅配サービスの開始。
特別な商品を扱うSpecialized E-store
の設置（2016年から開始予定）。

ダッカ市内にオンライン通信による診察
や簡単な治療を受けられる診療センター
の設置。
ダッカ以外の管区への病院建設。

日系企業との協業の
可能性

データ処理で日本は高い技術を持ってい
る。技術提携できる可能性あり。

日本の高品質な商品をサイト上で取り扱
うことに関心を持っている。ただし、英
語でのやり取りが問題なくできることを
望む。

日本の医療機器を全機器の3割程度扱っ
ている。サービス向上のため、日本製の
機械を引き続き導入していきたい。

正社員とアルバイト
などの構成比

正規雇用1,700名、非正規雇用2,000名。
非正規雇用は人材派遣会社に委託しての
雇用。

正規雇用300名、うち1割が契約社員。
正規雇用700名程度。うち100名がパート
タイム。
医者90名、研修医200名、看護師450名

学歴構成比 正社員は大学卒業以上。 正社員は大学卒業以上。 正社員は大学卒業以上。

月額給与水準
学歴、実務経験、能力により異なる。
事務職補佐：14,000～16,000タカ
事務職：40,000～60,000タカ

能力給による給与設定。
水準は非公開。

医者の給与は非公開。
事務職7,000～8,000タカ
サポートスタッフ20,000～50,000タカ

大学（専門学校）を
出た技能人材の採用

オンライン求人サイト活用
「Young Talent Program」（有名大学の
卒業生を幹部候補生として採用）
SNS(LinkedIn)を活用した熟練人材採用

オンライン求人サイトの活用。 内外広告による求人。

アルバイト人材の社
内教育

特になし。 特になし。 特になし。

人材の課題

離職率の食い止め。KPIを基準とした明
確な人事評価制度を導入。学歴、実務経
験等のバックグラウンドも加味して評価
している。

離職率の食い止め。完全なパフォーマン
スベースの人事評価。地場企業より高い
給与設定。

大きな課題はないが、Apolloというブラ
ンドの元、高い給与設定、福利厚生を用
意している。

広告宣伝の手法

テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、インター
ネット広告、SNS等。
マス向けにより広くリーチするため、複
数の有名な広告会社にコマーシャル作成
を依頼。
クリケットのナショナルチームとスポン
サー契約。

インターネット等のオンラインメディア
での広告を中心に、テレビ、カーステッ
カー等で広く顧客にリーチする手法を
取っている。
その他、法人顧客向けにはマーケティン
グスタッフによる直接の「ドア・ツー・
ドア営業」を行っている。

テレビコマーシャル、SNS等のオンライ
ンプロモーションに注力。
一人一人の患者に同じ質のサービスを提
供することを徹底し（診察室にカメラと
マイクを設置しモニタリング）、リピー
ターやクチコミでの来院も目指す。

当該社サービスの特
徴、「ウリ」

東南アジア、南アジアに8拠点を持ち、
広域で1億2千万人以上の顧客を持つネッ
トワークと経験による多彩な料金プラン
と細やかなカスタマーサービス。

最低限の時間とお金と労力で買い物を終
えることができる。

Apollo Hospitalsのブランド力。
JCI認定を取得した高水準の医療サービ
ス。カルテ等すべて電子化したシステ
ム。緊急無料ヘルプラインの設置。

当初進出時の
ビジネスモデルから
現在まで工夫もしく
は改変したサービス

内容

価格重視の消費者に対応する料金プラン
の充実。Facebook等と提携し、指定の25
のウェブサイトは一定範囲まで通信料無
料で閲覧できるサービスを導入。
当初の強みであったチッタゴン、コミラ
のネットワークに加え、ダッカ周辺での
ネットワークを強化。

特に変更点はないが、Bikroyは現地語で
「売る」という意味。現地の消費者に覚
えやすい社名とした。

現地のニーズに合わせ専門の医療部門を
設置してきた。
膝専門センターや肝臓専門センターな
ど。

ブランドイメージ定
着のための戦略

定期的な広告、プロモーションキャン
ペーンの実施。

道路信号等に関連するCSR活動の実施。
定期的なプロモーションの実施。

医療サービス、技術だけではなく、緊急
時の対応システム、ごみ処理システム、
看護師の質向上等、常に高レベルのサー
ビスを維持している。

（出所）各社データを基に作成

項目
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英米系ブランドを新興企業がフランチャイズ展開（パキスタン） 
 

ジェトロ・カラチ 北見創 

 

 パキスタンでは、外資企業によるサービス業分野への進出はまだ少ない。フランス系の「カルフール」

は 2008 年から 2 店舗を営業しているが、利益を出すにはさらなる店舗拡大が必要という。そうした中、英

国系や米国系ブランドをフランチャイズ展開する新興企業は、顧客に製品とサービスを体験してもらうべ

く、時間をかけて浸透を図っている。 

 

■近代的小売りはいまだ発展途上 

 2014／2015年度（2014年 7月～2015年 6月）

のサービス業分野への直接投資額は前年度比

55.6％減の 3億 2,240万ドルと落ち込んだもの

の、全体の直接投資額（7 億 930 万ドル）の

45.5％を占めている。投資額が多い業種は金融

業（1 億 1,240 万ドル）、通信業（1 億 10 万ド

ル）だが、今回は日本企業の関心が高い卸・小

売業（5,860万ドル）を紹介する。 

 パキスタンの 2つの大都市で目立つ外資系企

業の 1 つがカルフールだ。「ハイパースター」

という店名で、カラチとラホールの大型商業施

設に店舗を構えている。パキスタンの小売業は

零細経営の店がほとんどだが、外資が主導し近

代化が進みつつある。ハイパースターのほか、

2007年に進出したドイツ系の卸売専門店「メト

ロ」や百貨店「デベナムズ」なども有名だ。 

 ハイパースターは、アラブ首長国連邦（UAE）

のマジッド・アル・フタイム（MAF）の子会社、

MAF ハイパーマーケッツ・パキスタンが運営す

る。MAFは 1995年にカルフールのフランチャイ

ズ展開を開始し、中東地域でのカルフールブラ

ンドの独占的フランチャイズ契約を 2025 年ま

で締結している。 

 

■スケールメリットで利益を見込む 

しかし、ハイパースター・カラチ店のムハマ

ド・リハン・アリ副店長は「2008年にラホール

店を構えて以来、まだ利益は出ていない」と語

る。2 店舗とも高級商業施設に入居しているた

めコストが高い。ノウハウを導入するためにド

バイ本社からフランス人、韓国人を招いている

ため、人件費負担も大きいが、同副店長は「2016

年末までに 4～5 店舗立ち上げることを考えて

おり、スケールメリットが生かせればもうけが

出る」と見込んでいる。 

 2店舗とも顧客は月収 2万 2,000～5万ルピ

ー（約 2万 6,400～6万円、1ルピー＝約 1.2円）

の中間層だ。カラチ店では 3万 2,000品目を扱

っているが、HACCP 認証を取得した衛生的な生

鮮食品・ベーカリーが自慢だ。「イメージと品

質」に重きを置いた店づくりを意識している。

また、特別価格も強みで、年間のプロモーショ

ン計画に合わせ、新聞・雑誌、テレビ、ソーシ

ャル・ネットワーキング・サービス（SNS）で

広告を積極的に打っている。 

 カラチ店では 372人の正社員（大卒）と 400

人の派遣社員が働いている。フロアスタッフや

調理スタッフの給料は 2 万 5,000～3 万ルピー

だ。離職率は高いが、13の研修プログラムを設

け、研修専属のマネジャーを配置するなど、人

材育成に力を入れている。社内公募制度も導入

するなど、やる気を高める仕組みづくりを行っ

ている。 
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店内では日本の食品や日用品はほとんど見

掛けないが、アリ副店長は「香港に調達センタ

ーがあるので、良質の商品であれば日本ブラン

ドも積極的に取りそろえたい」という。売り込

みに来る日本企業は今のところないようだ。 

 

■フランチャイズ店を手厚く支援 

 新興企業のチーム Aベンチャーズ（本社：カ

ラチ市）は、英国ブランドの「マザーケア」（ベ

ビー用品）、「ネクスト」（子供服）、「デベナム

ズ」（百貨店）、「モンスーン」（婦人衣料）、「ア

クセサライズ」（ジュエリー）、米国ブランドの

「クロックス」（靴）、「ティンバーランド」（靴、

衣料）をフランチャイズ展開している。 

 チーム A は 2005 年に初めてマザーケアとフ

ランチャイズ契約を締結し、現在、マザーケア

を 9店舗展開している。もともとチーム Aは玩

具を製造していたが、マザーケア側から打診が

あったという。「マザーケアの本部は家族のよ

うに丁寧にサポートしてくれた」と、チーム A

ブランドマネジャーのアイシャ・アミール氏は

いう。マザーケアはイラク、アルメニア、ジョ

ージアなど、企業が進出をためらいがちな国へ

も積極的に進出するという。 

 マザーケアには 1 店舗当たり 10～12 人の大

卒スタッフがおり、1 シフト 9 時間勤務となっ

ている。設立当初は英国本部からトレーナーを

派遣し、スタッフ研修を行ったようだ。少しで

も良い待遇を求めて転職するという事情はあ

るものの、顧客サービスがブランド力の向上に

つながると考え、スタッフ研修に力を入れてい

るとのことだ。 

 商品面では、これまで国内で女児向け衣類と

いえばピンク色しかなかったが、英国本部から

のアドバイスを受けさまざまな色や種類を取

りそろえ、パキスタンでは珍しかった妊婦用衣

類も取り扱った。14日間以内なら払い戻しに応

じるなど、顧客の満足度を高めることも優先事

項としている。 

 広告・宣伝には SNSを活用するほか、ダイレ

クトメール、看板広告なども利用する。新聞な

どに広告を多く出しても購買層が限定的なた

め、SNS や自社の顧客台帳を基にピンポイント

で宣伝するのが効果的だという。 

 

■数年間は利益が出ないと覚悟 

チーム Aのヤシン・パラチャ社長は「外国ブ

ランドがフランチャイズ展開するのであれば、

インドよりパキスタン市場を狙うべきだ」とい

う。ネクストはインドで 8 店舗展開した後、6

店舗を閉鎖した。デベナムズはインドで 3度展

開を試みたが全て撤退している。「インドのロ

ーカルブランドは強く、多様であり、外国ブラ

ンドを駆逐してしまう。外国ブランドにこだわ

る消費者はパキスタンよりも少ないだろう」と

分析する。 

 パラチャ社長は「パキスタンでは可処分所得

が増えており、ザラ（ZARA）やマークス＆スペ

ンサーはいつ進出してもおかしくはない。しか

し、MUJIなどのブランドが受け入れられるには、

あと 5年はかかりそうだ」という。高価格帯の

ティンバーランドは高級モール内にしか出店

できず、3店舗にとどまっている。他社が展開

するポロやラルフローレンも商売は思わしく

ないようだ。 

 パラチャ社長は「パキスタンのフランチャイ

ズ展開では、数年間は利益が出ないと覚悟すべ

きだ」と話す。最初、売り手側は顧客が何を求

めているか分からず、顧客側もその店にどのよ

うな価値があるか分からないからだという。同

社長は「最も重要なのは体験だ。顧客にその店

で買う付加価値を体験してもらうこと。価格や

品質はその次でいい」と語る。
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未開の市場、斬新なベーカリーも（スリランカ） 
 

ジェトロ・コロンボ 黄海嘉 

 

 スリランカでは内戦終了後の経済成長や国民所得の向上に伴い、質の高いサービスを求める消費者

ニーズが高まっている。サービス産業への外資進出は 2010 年以降に急増しており、斬新なベーカリーが

登場するなど消費者をターゲットにした BtoC 分野への進出は今後、本格化しそうだ。ビジネス環境も比

較的整備されており、日本企業にとってもチャンスは大きい。進出外資企業へのインタビューを踏まえ、

サービス産業への進出可能性を探る。 

 

■外資の本格進出はこれから 

 スリランカのサービス産業は

GDP の 57.6％、またサービス産業

の従事者は就業者全体の 45％を占

め、最大産業となっている。 

 2014 年のサービス産業分野の直

接投資額（BOI認可ベース、実行額）

は、前年比 2.1 倍の 5 億 634 万ド

ルと急増しており、直接投資全体

の約 30％を占める（図参照）。2009

年の終戦から 6 年間の平均伸び率

は約 20％と、近年では製造業の投

資額を上回る勢いだ。主な投資分野はホテル・

レストラン 1.3％、IT・アウトソーシング 4.9％、

その他サービス 81.6％となっているが、その他

サービスでは病院、教育、物流関連の投資が目

立つ。スリランカ投資促進庁（BOI）は 2016年

までに直接投資全体を 60 億ドルにまで引き上

げる目標を掲げるが、2014 年の直接投資額は

16 億 1,633 万ドルにとどまっていることから、

サービス産業分野向け投資の増加に期待して

いる。 

しかし、消費市場への外資系サービス業の進出

はまだ本格化していない。例えば、流通分野で

は、カルフール、ウォルマートといった外資系

の大型スーパーマーケットや百貨店、ショッピ

ングモールはまだみられない。地場系の商業施

設建設が各地で計画されているものの、外国ブ

ランドを誘致できず、魅力あるテナント集めに

苦戦し、集客力にも欠ける。外食分野では、マ

クドナルド、ケンタッキーフライドチキン、バ

ーガーキングなどの米系フランチャイズが進

出している一方で、スターバックスなど未進出

のブランドも多くある。アパレル分野でも、例

えば大手ファストファッションの進出はスペ

インのマンゴ（MANGO）のみだ。 

消費市場への外資進出が遅れている原因に

ついて、2009 年まで 26 年間続いた内戦や、人

口約 2,000万人にすぎない市場規模などが挙げ

られる。小売り分野の外資企業に対して最低資

本金 100万ドル以上の出資が求められることも
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参入障壁となっている。 

 一方、スリランカの人口 1人当たり GDPはイ

ンドネシアやフィリピンを上回る水準となっ

ており、国民の所得向上に伴い、洗練されたサ

ービスを求める消費者層が増加している。そう

した消費者のニーズに応えてベーカリーを展

開する外資系企業のブレッドトークにインタ

ビューした（7月 28日）。 

 

■オープンキッチンにこだわり 

シンガポールのベーカリーショップのブレ

ッドトークは、スリランカ企業フードバズとの

フランチャイズ契約により、現在コロンボ市内

で 5 店舗を展開する。2012 年 4 月の開店以来、

数少ない外資系飲食店として知名度を高めつ

つある。 

 他国では建物内のテナントが多いが、コロン

ボでは駐車場付きの独立店舗が特徴だ。1 号店

はリプトンサーカス店で、市内中心部の目抜き

通りに位置し、駐車場の付いた約 2,014平方メ

ートルの独立店舗だ。店内は 2階まで吹き抜け

の天井に、一面ガラス張りの壁、広々とした販

売コーナーやイートインコーナーのほか、オー

プン型キッチンでのパン焼き工程を客が見渡

せる。コロンボの街角で見掛けるベーカリーと

は異なる斬新さを提供している。 

  

同店副支店長のハザリー・マルゾック氏は、

「ショーキッチン」と呼ぶこのオープンキッチ

ンが同社のこだわりであり、パン焼きの工程を

公開することにより、食品の新鮮さ・商品の品

質や安心・安全をアピールし、消費者のブラン

ドへの愛着につなげているという。 

 商品構成は、世界各国のフランチャイズ店共

通の商品と、スリランカ人になじみのあるカレ

ー味や、魚、鶏肉、香辛料を使った地元向けオ

リジナル商品が半々となっている。同氏による

とオリジナル商品の開発は重要で、なじみの味

や素材を使う新商品で消費者を納得させられ

るかどうかは、店への評判にもつながるという。

一方で共通商品の作り方はフランチャイズ本

部のマニュアルどおりで、食材もバターや生鮮

食材の一部を除き全てシンガポールから輸入

している。価格帯は 1つ約 100～200ルピー（約

86～172円、1スリランカ・ルピー＝約 0.86円）

で、シンガポール店と同一価格帯でそろえてい

る。オリジナル商品は地場ベーカリーの 2～3

倍も高いが、それでも購入客は絶えず、同社は

妥当な価格設定と判断している。リプトンサー

カス店の売り上げは 1日 2,500シンガポール・

ドル（約 21 万 7,500 円、S ドル、1S ドル＝約

87 円）で、客単価の平均は約 400ルピー程度と

なっている。 
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同社のスタッフは製造 53人、サービス 40人、

管理・マネジメント 33 人で、そのうちリプト

ンサーカス店の店頭スタッフとして約 16 人を

配置している。従業員の指導はフランチャイズ

本部のマニュアルに基づく。2～3時間の講習を

受けた後、トレーニングマネジャーに従いオ

ン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）を受け

る。開店当初はシンガポールからトレーニング

マネジャーを派遣していた。サービスに対する

こだわりを聞くと、「当社のマネジング部門は

ホテルや飲食店業界の経験者が担当しており、

一流サービスの指導を心掛けている」とマーケ

ティングマネジャーのナディア・イサディーン

氏は言う。高度な技術を持つ人材を呼び寄せる

ことが可能な点も外資ブランドの強みといえ

る。 

 広報はフェイスブック、ツイッター、インス

タグラムなどソーシャルネットワークや、口コ

ミサイト、雑誌への掲載が中心となっている。

コロンボ市内ではスマートフォンユーザー向

けの宣伝が最も効果的という。また「今月のケ

ーキ」といった毎月の目玉商品を取り上げるこ

とで話題や注目を集めて販促につなげており、

ショーキッチンスタイルも消費者の信頼獲得

や愛着の醸成につながっている。店頭表示や広

報物は全て英語で統一されている。公用語のシ

ンハラ語とタミル語をあえて使わないことは、

ローカルブランドとのすみ分けや高いブラン

ドイメージ確立のためにも効果的なのだとい

う。これはブレッドトークに限らず、一般的に

同地に進出する外資系に当てはまる差別化の

手法といえる。 

 

■高級感ある「ブティックベーカリー」に 

 「われわれが目指しているのは『ブティック

ベーカリー』。これまでのなじみあるベーカリ

ースタイルではない、高級感がある新しいジャ

ンルとして発信したい。ターゲット層はアッパ

ーミドル層から富裕層。コロンボの消費者はよ

り良いもの、新しいものを求め始めており、こ

うしたニーズをうまく捉えていきたい」とナデ

ィア氏は語る。 

 同社は今後もターゲットエリアをコロンボ

に絞り、10店舗まで増やした後に他地域への展

開も検討する予定だ。スリランカ進出について

は 10 年以上前からシンガポール本部に打診し

てきた。内戦の影響で 2012 年まで出店に至ら

なかったが、今ではシンガポール本部は店舗増

設に意欲的だという。 

 ベーカリーショップは昔からあり新しい業

態ではない。しかしブレッドトークは、店の大

きさやショーキッチン、イートインという新し

いスタイル、ブランドイメージの確保などを提

供することで消費者ニーズを捉えているとい

えそうだ。 
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お手頃価格のレストランに集中、店舗を拡大（オーストラリア） 
 

ジェトロ・シドニー 平木忠義 

 

 オーストラリアでは、テレビ番組での料理の紹介や健康志向の高まりから、ファストフードより高級志向

のレストランや日本食レストランに人気がある。レストランは個人や家族経営の小規模店舗が多く、市場

を寡占化するような大手レストランチェーンは多くない。しかし、最近では外資系のお手頃価格のレストラ

ンチェーンが次々進出し、店舗を拡大している。 

 

■少ないレストランチェーン 

オーストラリアの外食産業は大きくレストラ

ン、カフェ、ファストフードの 3つに分類でき

る。最近では、高級志向のレストランや日本食

レストランの人気が高まっており、嗜好（しこ

う）も単なる外食から文化的なレジャーとして

の意味合いを強めている。民間の調査機関アイ

ビスワールド（IBIS World）のレポートによる

と、2014／2015 年度（2014 年 7 月～2015 年 6

月）のレストラン産業の収益は、119 億 7,170

万オーストラリア・ドル（約 1兆 415億円、豪

ドル、1豪ドル＝約 87円）に上り、5年後の 2019

／2020年度には 130億 9,010万豪ドルに拡大す

ることが予想されている。 

 一方、オーストラリアのレストランは個人や

家族経営の小規模店舗が多く、市場を寡占化す

るような大きなレストランチェーンは多くな

い。近年の外資系レストランの進出は、お手頃

価格の市場に集中している。外資系資本の主な

進出例としては、台湾の小籠包チェーンのディ

ンタイフォン、マレーシア大衆料理のパパリッ

チ、イスラエル発のチョコレートのマックスブ

レナーなどだ。 

 

■従業員教育と安定したサービスがカギ 

1972年に発足したディンタイフォンは、高級

志向の自家製小籠包を提供するブランドとし

てグローバルな店舗展開を続けている。オース

トラリアでは 2010 年にシドニーワールドスク

ウェア店を開店させて以来、ニューサウスウェ

ールズ州およびビクトリア州内で 5店舗のレス

トランを展開している。2011 年にはシドニー中

心部のウエストフィールドショッピングモー

ル内に、テークアウト中心のカフェをオープン

させ、シドニー近郊で 3店舗を展開中だ。また、

2015年 6月には、メルボルンに 235席を有しプ

ライベートルーム数室も備えた国内最大規模

の店舗をオープンさせた。 

 「レストラン・ケータリングマガジン」（電

子版 2014 年 10 月 17 日）によると、同社オー

ストラリア担当ディレクターのデンディー・ハ

リャント氏はインタビューに対し、「良質で安

定した細部まで行き届いたサービスを継続的

に提供することは、われわれのビジネスモデル

の最も重要な要素だ」と述べ、従業員教育と安

定したサービスの提供が継続的に顧客をつな

ぎ留めるためのカギだと指摘した。また、「オ

ーストラリアでは、中華料理店は往々にして不

衛生で店員も不愛想という印象を持たれがち

だが、こうした印象を覆すために小籠包の調理

場が見えるディスプレーにし、当社の小籠包が

新鮮で衛生的という印象を持ってもらいたい」

とコメントしている。中華料理に対する固定観

念を覆すことを重要な戦略の一部と位置付け
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ている。 

 

■エスニックブランドに人気 

 パパリッチは 2005 年マレーシア発祥のマレ

ーシア料理チェーン店だ。2012年 4月、メルボ

ルンにオーストラリア 1 号店を開店して以降、

急速に店舗を拡大させており、現在では全土で

約 20 店舗を展開する。伝統的なマレーシア料

理を手頃な価格で提供し人気を集めている。ま

た、ベジタリアン向けメニューや 20 種類以上

のドリンクメニューを含めた豊富なメニュー

構成により、多民族国家オーストラリアの多様

なニーズに対応している。メルボルンに 1号店

を開店させた理由は、メルボルンがオーストラ

リアのマレーシア系人口の約 3割が密集するエ

リアであることが考えられ、シドニーについて

もアジア系住民が密集するチャッツウッド地

域から店舗展開をスタートし、中心部や郊外に

もチェーン展開を広げる戦略を取っている。 

 同社のウェブサイトによると、オーストラリ

アの人気料理番組「マスターシェフ」でファイ

ナリストとなったマレーシア系オーストラリ

ア人ポリン・イェオ氏をアンバサダーとして迎

え、メニュー開発に取り組むなどしている。同

社はオーストラリアのローカル版フェイスブ

ックやインスタグラムを頻繁に更新し、ソーシ

ャル・ネットワーキング・サービス（SNS）で

のマーケティングにも力を入れている。 

 

■チョコ好きをターゲットに事業拡大 

1996年にイスラエルで発足したチョコレー

トカフェブランドのマックスブレナーは 2000

年にシドニーに 1号店を開店させ、チョコレー

トを使ったさまざまなメニューを提供してい

る。チョコレート好きにターゲットを絞ってシ

ェアを広げ、2002年から 2005年にかけて急成

長を遂げた。マックスブレナー・オーストラリ

アはオーストラリア資本によって運営されて

いる。 

 現在では国内で約 40店舗を展開し、過去 5

年間の年平均売上高の伸び率は約 9％と、高成

長を続けている。同社はチョコレート主体の高

品質なスイーツとコーヒーを提供するととも

に、快適な店舗で上質な時間も提供することを

オーストラリア市場でのコンセプトとしてい

る。高級ホテルなどとのパートナーシップによ

るブランディングと、これらパートナー企業の

販路を通じ自社ブランドの販売も実施してい

る。 

 「オーストラリアン」紙（2012年 12月 26日）

で、マックスブレナー・オーストラリアのゼネ

ラルマネジャーのヤエル・カミンスキ氏は、「オ

ーストラリア人はチョコレートを選ぶ際にと

ても冒険をしたがる」と語っている。2000年ご

ろからオーストラリアのチョコレート市場は

高級志向化が加速し、スイス生まれのリンツな

ど高価格帯のブランドが広く普及した一方、近

年ではブランドの広範な普及により、有名ブラ

ンドであっても高価格を維持することが困難

になってきた。こうした状況の中で、ユニーク

さや斬新さを取り入れることがますます重要

となっており、同社はスイーツレストランとカ

フェの中間に位置する、チョコレートに絞った

地位を確立することで、最新のトレンドに対応

することにしている。  

 

■ブランド力や差別化で地位を確保 

人口の約 28％が外国生まれの多民族国家で

あるオーストラリアには、多様な嗜好の消費者

が存在し、彼らの嗜好は料理のみならず、レス

トランの空間デザインやサービスに至るまで

多岐にわたる。こうした中で、外資系のレスト

ランチェーンは自社のブランド力や差別化を

図ることにより、オーストラリア市場での地位
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を確保している。「シドニー・モーニング・ヘ

ラルド」紙（2014年 9月 14日）によると、オ

ーストラリアのスマートフォンの普及率は

69％、タブレットの普及率も 42％、1日当たり

の携帯電話利用時間は 10時間を超えることか

ら、オンラインマーケティングやソーシャルネ

ットワークを通じた情報発信も重要となって

おり、どのようなツールを用いてブランド力を

高め、差別化を図るかが重要となっている。 
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発展度合いに応じたビジネスモデルを設定（カンボジア） 
 

ジェトロ・プノンペン 上田委枝、マム・ソック・ウッサ 

 

 カンボジアの商業銀行は 36 行、預金残高は 2015 年 4 月時点で約 103 億ドル（ちなみに世界銀行によ

ると、カンボジアの GDP は約 167 億ドル）で、日本のメガバンク 3 行も駐在員事務所を設け、それぞれ地

場の大手銀行と提携している。開業 10 周年を迎えた現地の ANZ ロイヤル銀行最高経営責任者（CEO）

グラン・ナッキー氏に、カンボジア市場のポテンシャルと難しさと、進出国の発展に合わせたビジネスモデ

ルを設定して勝ち抜いてきた同行の戦略について聞いた（8 月 12 日）。2 回に分けて報告する。 

 

■開業から 2年で黒字化を達成 

 9月にカンボジアでの開業から10周年を迎え

た ANZ ロイヤル銀行は、カンボジア経済の成

長・発展に貢献してきた。設立当初の資本金は

7,100 万ドル。オーストラリア・ニュージーラ

ンド（ANZ）銀行の現地法人と、カンボジア最

大の財閥であるロイヤルグループ（RGC）の合

弁で、ANZグループが 55％、RGCが 45％出資し

ている。 

 開業に当たっては 1年以上の準備期間を設け

て市場調査を行い、綿密な顧客のセグメンテー

ションを行っている。メーンの顧客は「現地大

手大企業、多国籍企業、リテール部門ではビジ

ネスパーソン」だが、同行を訪れた全ての顧客

に対し、それぞれに合った戦略・サービスを提

案している。ナッキー氏によると、カンボジア

の多くの銀行はターゲットとする顧客層を明

確にしていないまま競合しているという。また、

銀行に限らず新市場への進出に当たっては、顧

客セグメンテーションを実施し、ターゲットと

なる顧客層を固めた上でビジネスモデルを決

定することが重要だという。 

 ANZ ロイヤル銀行はカンボジア初のシステム

を次々と提供してきた。例えば、ATMシステム、

インターネットバンキング、クレジットカード

などで、いずれもカンボジアの経済発展に貢献

している。ナッキー氏によると、銀行は黒字化

までに 3～5 年を要することが多いが、同行は

開業から 2年で黒字化を達成した。リーマン・

ショック以後も、国際銀行としての優位性で顧

客をサポートし、強い信頼関係を築くことに成

功している。 

 

■課題は若年世代の取り込み 

ニュージーランド、シンガポール、香港、中

国などでマネジメントを経験してきたナッキ

ー氏は、「銀行は経済機能の一部であり、当該

国の発展の度合いや法的、政治的枠組みにリン

クする。カンボジアのビジネス環境は発展途上

にある」と話す。 

 カンボジアについては、先進国と異なるビジ

ネスモデルを構築する必要があった。例えば、

多くの国では銀行のサービスの多くがインタ

ーネットなどを利用して電子化されているこ

とから、支店に窓口を設けることは少ない。し

かし、カンボジアでは窓口を利用することが一

般的なので、他国より支店を多くし、首都プノ

ンペンに 11ヵ所、地方に 6 ヵ所の支店を設置

している。さらに広告・プロモーションは、テ

レビ CMよりも、新聞、ラジオやウェブサイト

に重きを置いている。また、政府関係者や企業

経営者を招いて経済動向に関するセミナーを

定期的に開催しているが、これは、重要な情報
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提供の機能を果たしており、同行のブランド価

値向上に大いに貢献しているという。 

 そのナッキー氏は ANZロイヤル銀行の課題と

して、リテール部門のメーン顧客となり得る

「拡大する若年世代」に対していかにアプロー

チし、取り込んでいくかだと述べた。 
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グローバルな視点を養う人材育成が重要（カンボジア） 
 

ジェトロ・プノンペン 上田委枝、マム・ソック・ウッサ 

 

 ANZ ロイヤル銀行は、2005 年にカンボジアで開業し、現在では全国で 17 の支店と 8 万 2,000 口座を持

つ、外資系最大手の商業銀行となった。10 年間で ATM やインターネットバンキングなどの新サービスを

提供してきた最大の成功要因は人だ、と最高経営責任者（CEO）のグラン・ナッキー氏は語る。インタビュ

ー後編は、同行の人材育成方針と新規進出企業の助言について。特集の最終回。 

 

■明確な育成方針と評価基準が重要 

 開業から 2 年で黒字化し、政府・企業と良好

な関係を築いてきた ANZロイヤル銀行の成功要

因をナッキー氏は、「今日の名声やブランド、

顧客との信頼関係は、スタッフの働きによって

築き上げられたものだ」と述べた。現在、同行

には約 500人が在籍しており、うち 200人はリ

テール部門に携わっている。積極的に新卒採用

を行い、多くがリテール部門に配属され、「ヤ

ング・バンカー・プログラム」と呼ばれる養成

コースを 1～2 年受ける。自行の文化への理解

度を重視するため、他行からの中途採用は少な

い。 

 ANZ ロイヤル銀行の文化とは何か。その 1 つ

に、成果に応じた評価と昇級がある。カンボジ

アでは勤続年数や年齢によって職級が決めら

れがちだ、とナッキー氏は指摘する。しかし、

同行では「何を成し遂げたか」「どのように成

し遂げたか」についてグループ共通の基準をベ

ースに評価を行っており、ポジションによって

は昇進するのに 10年以上かかる場合もあるが、

この基準で、数字に表れる成果だけでなく、成

果を出すまでのプロセス、行動についても評価

し、両者のバランスを重視している。 

 幹部教育で重視しているのは、視野を広げる

ことだという。幹部候補生が受ける「エマージ

ング・リーダー・プログラム」では、グローバ

ルな視点を持つ人材の育成を目標としている。

ナッキー氏が現職に就任した際にスタッフに

対して感じたのが、「国際的な視野が狭く、国

外で何が起こっているかという視点を持ち合

わせていない」ということだった。ANZ グルー

プは国際銀行として、多国籍企業へのサポート

や的確な情報提供が求められる。そこで、この

プログラムでは、国際問題についてセミナーを

開催したり、戦略を立てるトレーニングを行っ

たりしている。また多様な視点を持たせる目的

で「芸術」に触れる機会を与えたりもする。さ

らに、幹部候補生をインドネシアなど国外に一

定期間派遣することで、グローバルな視点の獲

得だけでなく行内の人的ネットワークを構築

させている。 

 

■食と遊びを関係構築に活用 

さらに、ローカルスタッフとの関係構築には

「食」と「遊び」が最良の方法だという。例え

ば、全てのスタッフやパートナーが一堂に会す

るアニュアルパーティーや、各部門から 1人ず

つ招待する CEO朝食会など、情報交換の場を作

っている。また、運動会やゲーム大会など、仕

事から離れた場でチームワークを培う機会も

用意している。 

 ナッキー氏は「新市場への挑戦で重要なこと

は、変化を恐れず、成功するために何を変える

べきかをよく知ることだ。カンボジア市場に応
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じた顧客セグメンテーションとリスク許容量

を注意深く設定すること、明確な人材育成方針

と評価基準を持つことが大切だ。何より重要な

のは、その国の文化をよく理解することだ」と

語った。  
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